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「宇宙開発フォーラム2022報告書」について

「宇宙開発フォーラム2022 報告書」を手にとっていただきありがとうござ
います。 

宇宙開発フォーラム実行委員会は、本年度より「主に社会科学の視点から宇
宙開発を分析し、その課題発見や解決を目指すとともに、それらを議論する
場を社会に広く提供すること」を目的とし、普段の活動をより一層社会に還
元すべく活動しております。 

その活動の一環としての「宇宙開発フォーラム」は、幅広い視野から宇宙開
発の現状と課題を見つめ、将来の宇宙開発について考える場を提供すること
を目的とするイベントです。 

本年度のフォーラムは、「世界は宇宙 (そら) でつながる。」をテーマとし
て、9月17日 (土) ・9月18日 (日) の2日間にわたり東京大学 武田先端知ビ
ル 武田ホールにて開催いたしました。昨年度に引き続き、ハイブリッド形式
での開催により2日間延べ89名もの方々にお越しいただきました。 

本報告書には「宇宙開発フォーラム2022」で行われたプログラムの内容
や、参加者の皆さまにご協力いただいたアンケートの結果、ならびに宇宙開
発フォーラム実行委員会の普段の活動内容などを掲載しております。 
 
最後に本フォーラムの開催、プロジェクト活動および研究会、ならびに報告
書作成にご協力いただいた皆さまに厚く御礼申し上げます。 

なお、本報告書の作成を含む宇宙開発フォーラム実行委員会 (SDF) の活動
は、SDFが独自に行っているものであり、特定の外部組織の意向が反映され
たものではありません。       
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長洲様： はい、そうですね。実際に異業種企業様で、まさに
宇宙産業への関与をされたいと考えられる企業様というのは
多いと感じています。
例えば、ニュースペースの企業様に事業会社様として投資さ
れている会社様も多数ございます。もちろん事業会社様の戦
略というのは各社様違いますけれども、宇宙産業に先行関与
することによって自分たちの技術を宇宙領域で実証実験して
いくことですとか、宇宙産業というマーケットでどう事業展
開を図っていくか、ということを考えて投資されている会社
様が多く、関心は非常に高いと感じているところでございま
す。 

率直に言うと、私も実際にこの産業に関わる前は恥ずかしな
がら、宇宙産業がどういうことをやっているのかよくわかっ
ておりませんでした。 
もし事業会社様が同じような考えをお持ちであれば、実際に
宇宙産業に所属している会社様の取組みが分からない中、産
業と連携して、ある意味その力を借りて実証機会等を得てい
くというところは、やはり異業種の会社様からすると価値の
ある話で、広がりのある話になると思います。そういった意
味で、実際には異業種の企業様と宇宙企業様との連携という
のは進んでいくと思っています。 
それを経て、ユースケースが徐々に徐々に生まれていくこと
が、この産業を盛り上げていく一つのきっかけになってくる
のではないかと感じているところであります。

司会：トラディショナルスペースによるジョイントベンチャー
の取組みに異業種が入っていく実例があればお聞かせ願いたい
です。

長洲様： 実際に事業会社様の連携というのはジョイントベン
チャーのみならず、先ほど述べた通り様々な形で実現してきて
いるところは多いと感じています。宇宙産業のジョイントベン
チャーは、弊行の投資先のみならず、直近でも複数立ち上がっ
ておりますので、増えていると感じています。やはり会社様が
連携・シナジーを有して事業を大きくしていくという取組みは、
昨今重視されていると思うところでございます。

司会：先ほどの議論の中で、トラディショナルスペースが事業
展開のためにジョイントベンチャーや合弁企業を構成するとい
う策をご提案いただきました。次のフェーズでは、そのような
トラディショナルスペースの事業化の動きに対して、いわゆる
新たなプレイヤーと言われるニュースペースを巻き込み、いか
に協調していくかといったような課題について議論させていた
だきたいと思います。

まずは、新たに宇宙開発に入ってくるような異業種の方や宇宙
系ベンチャーなどのニュースペースへの投資について、先ほど
挙げていただいたようなトラディショナルスペースへの投資と、
何か投資の面に違いはあるのでしょうか。

長洲様：ニュースペース系のベンチャー様になりますと、どうしても
一からといったところになります。トラディショナルスペース様であれ
ば、先ほど申し上げたヒト・モノ・カネのうちヒト・モノが揃っている
ことが多いかと存じます。ただ、実際に事業化するためには、非常に長
期でかつ多額のお金が必要になるプロジェクトが多いと思います。
ニュースペースの企業様への初期段階のご支援は、ビジョンやビジネス
のポジショニング等を多面的にお伺いし市場性や将来性を検証しながら
投資をしていくことが多くございます 
ただ実際に投資をするときに資金の供与の仕方として何が違うのかとい
うと、違いはございません。ニュースペース企業様も同様の課題を抱え
ているものと理解しております。 

同じ宇宙産業であれば、やはり長期でリターンを回収するプ
ロジェクトを進められているニュースペースの企業様は多い
と思います。そういう観点で、我々も資金供与という点にお
いて、長期のリスクマネーを供与するというところはトラディ
ショナルスペース様と同一であると考えています。 

司会：ニュースペースの波が日本にも来ている中で、金融機
関から見て、新たに宇宙産業に参入したいといったようなベ
ンチャーや異業種の方というのは、やはり増えているのでしょ
うか。
 

Space Development Forum 2022 Report9



加えて、産業をよりスケールさせていくための取組みとして、特
に海外中心に特徴的に出てきていますが、垂直統合をして上流か
ら下流まで事業をより一層連携していく事例が多いと思います。
統合という形でなくとも、企業様の間でサービスの上流から下流
まで連携していくことで、ビジネスの広がりが出てくると思いま
すし、そういった連携も日本の企業様で私が知る限りではいくつ
か見えているところでもございます。 
日本企業がまさにその垂直統合のみならず、垂直統合に似た企業
間連携を日本企業なりに進めていくことが重要であると感じてい
るところはございます。 

司会：最後に、長洲様としては、このトラディショナルスペース
とニュースペースの協調について、どのようにお考えかというこ
とを伺いたいです。

長洲様： やはり日本企業は、より結束を強めていきながら、欧米
を含めた市場の中でパイを大きくしていくということが重要であ
ると感じています。説明上トラディショナルスペース、ニュース
ペースと切り分けて表現することが多くございますけれども、そ
もそもそういった分け隔て自体も不要であろうと存じます。 
正直、トラディショナルスペース、ニュースペースにかかわらず、
宇宙産業が変容していく中で、海外に比してどうポジショニング
を築いて宇宙産業を大きくしていくか、というところに分野とし
ての分け隔てはないところであると思っています。 

宇宙ベンチャー様とトラディショナルスペースと言われる大企業
様において、それぞれ固有に強みがある中で、お互いが特に強み
だとする部分を補完・連携し合いながら、日本企業がポジショニ
ングを築いていく。そういった考え方の方が重要であると、弊行
としては感じているところもございます。 

我々はニュースペースの企業様にも関与させていただいており、
また当然昔からトラディショナルスペースの皆様にも関与させて
いただいている立場でございますので、微力ながら我々が何か連
携できるような余地を作っていけないかという考えでやらせてい
ただきたいと感じているところです。 

【最後に】

長洲様： 本日は長いお時間をいただきまして、誠にありがとうご
ざいました。 
今まさに変容していく局面にある宇宙産業は、日本の産業のうち
今後数年の中で最も成長する産業の一つであると感じております。
今、この産業をいかにスケールさせていくか、という非常に重大
な局面を迎えていると思っています。 

私どもは金融機関として、今まで申し上げたようなサポートをさ
せていただくことが中心となりますが、実際に産業を育てていく
という観点からは、やはり産・官・学等の連携が非常に重要になっ
てきて、各社・団体様がまさにこの宇宙産業に関心を持って取り
組んでいただくということの重要性を日に日に感じております。
是非、このセッションのみでなく、こういった各種イベント等が
ある中で、企業様においては宇宙産業により関心を持っていただ
いて参加いただけるとなによりですし、私どもとしても、そういっ
た企業様をぜひともご支援させていただきたいという風に思って
いますので、引き続きどうぞよろしくお願いいたします。本日は、
ありがとうございました。 
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୍⯡ே䛜୍ே䛛䜙
య㦂䛷䛝䜛䚹

㢳ᐈᒙ䛜ᗈ䛟䚸
䜎䛯ᴗᐇ⌧䛾
䝝䞊䝗䝹䜒ప䛔䚹

95䛾䛯䜑䚸
Ᏹᐂ⎔ቃ䜢┤᥋
య㦂䛷䛝䛺䛔䚹
䛔䛛䛻⌧ᐇ䛻㏆䛵
䛡䜛䛛䛜ㄢ㢟䚹

� $/(䠖ேᕤὶ䜜ᫍ䚸
6RQ\䠖⾨ᫍ䛾ᆅୖ᧯స
DYDWDULQ䠖
䜰䝞䝍䞊䛾ᆅୖ᧯స
䛺䛹䚸ከ✀ከᵝ

䝥䝻䝎䜽䝖䜢
Ᏹᐂ䛻㣕䜀䛩ᢏ⾡
䛜ᚲせ

ከ䛟䛾ᴗ䛿
ᴗ䛜ᐇ⌧
䛧䛶䛔䛺䛔䛯䜑
㉥Ꮠ䛷䛒䜛䛸
⪃䛘䜙䜜䜛䚹

$/(䠖
䜲䝧䞁䝖㛤ദ⪅
6RQ\䠖ಶே
DYDWDULQ䠖ಶே

ᴗᙧែ䛻䜘䜚
␗䛺䜛䚹

䛾䝍䜲䝥䛸ẚ䜉
ᴗᙧែ䛜ከᵝ
䛷䛒䜚䚸
➇ྜ䛜ᑡ䛺䛔䚹
䛥䜎䛦䜎䛺
䝡䝆䝛䝇䝰䝕䝹䛜
⏕䜎䜜ᚓ䜛䚹

⤒῭㠃䛷ⱞᡓ䛩䜛
ᴗ䛜ከ䛔䚹
Ᏹᐂ䛻䝥䝻䝎䜽䝖䜢
㣕䜀䛩䛾䛷
⌧≧䛰䛸ᢏ⾡ⓗ䛺
䝝䞊䝗䝹䛜㧗䛔䚹

� Ᏹᐂ᪑⾜
�ᴗ䠖
6SDFH;��%OXH�2ULJLQ䚸
3'䜶䜰䝻䝇䝨䞊䝇
䛺䛹�

᭷ேᐇ㦂䜢⤒䛶䚸
ᐇ㝿䛻᭷ேᏱᐂ᪑
⾜䛜ᐇ⌧䛧䛶䛔䜛䚹

ᚲせ䛺㔠㢠䛜䛝
䛔䛣䛸䜒䛒䜚䚸
㈨㔠ㄪ㐩䛜
㐜䜜䛶䛔䜛ᴗ䜒
䛒䜛䚹

ಶே䛷䛒䜛䛜䚸
䝏䜿䝑䝖䛾౯᱁䛜㧗
౯䛺䛯䜑䚸
ᐩ⿱ᒙ䛻㝈ᐃ䚹

Ᏹᐂ䜢᪑⾜䛩䜛
䛸䛔䛖䛻䛿䛺䛔
య㦂䛾ᥦ౪䚸
㠀᪥ᖖ䜢䜟䛘
䜛䚹

ᐩ⿱ᒙ䛧䛛
䝏䜿䝑䝖䜢
ᡭ䛻ධ䜜䜙䜜䛺䛔
ĺ㢳ᐈ䛜䛛䛺䜚
㝈ᐃⓗ䛷䛒䜛䚹

� ᚤᑠ㔜ຊ✵㛫䛷䛾
ᫎ⏬ᙳ䜔䝇䝫䞊䝒
䛺䛹䛾
䜶䞁䝍䝯✵㛫䛾ᥦ౪
䠄ᴗ
䠖6SDFH(QWHUWDLQPHQW䚷
(QWHUSULVH䠅

䜎䛰ᐇ⌧
䛧䛶䛔䛺䛔䚹
䜶䞁䝍䝯✵㛫䜢
స䜛ᚲせ䛜䛒䜛䚹

䜶䞁䝍䝯✵㛫䛾
ᘓタ䛜ᐇ⌧䛧䛶
䛚䜙䛪䚸
㈨㔠ㄪ㐩䛾ẁ㝵䚹

ᫎ⏬ᴗ⏺䛺䛹䛾
ᅋయ䜔䚸
┿ᙳ䜢䛧䛯䛔
ಶே

➇ྜ䛜
ᑡ䛺䛔䛯䜑䚸
ᴗ䛜ᐇ⌧䛩䜜
䜀⊂༨䛷䛝䜛䚹

䝥䝻䝎䜽䝖䜢
స䜙䛺䛔䛯䜑䚸
䜲䞁䝟䜽䝖ᛶ䛻
Ḟ䛡䜛
ĺ㈨㔠ㄪ㐩䛻㞴䛒
䜚䠛

య䛾⪃ᐹ
䞉୍⯡ⓗ䛺䜶䞁䝍䝯䝡䝆䝛䝇䛻Ᏹᐂせ⣲�ᚤᑠ㔜ຊ䚸✵㛫䛾ᗈ䛥䚸⨾䛧䛥䚸ᮍ▱䛾㒊ศ䛺䛹䠅䛜
䚷ຍ䜟䜛䛣䛸䛷᪂䛯䛺౯್䛜⏕䜎䜜䜛䚹ୖグ䛾�䛿䛭䜒䛭䜒᪂䛧䛔䜶䞁䝍䝯䛸䛧䛶䛾せ⣲䛜䛝䛔
䚷䜒䛾䛜ከ䛟䚸ᚋ䛥䜎䛦䜎䛺䜹䝍䝏䛾䜶䞁䝍䝯䛜⏕䜎䜜䛖䜛䚹
䚷�䚸�䚸�䛿Ᏹᐂ䛾ᆅ⌫䛸䛿䛟㐪䛖⎔ቃ䛾せ⣲䛜ຍ䜟䜛䛾䛷䚸㠀᪥ᖖឤ䛜ቑ䛩䚹
䚷ĺ$/(䛜-DSDQ䚷9HQWXUH䚷$ZDUGV䜢⋓ᚓ䛧䛶䛔䜛
䚷ĺ67$5�63+(5(䛜➨୍ᅇ䛾䜽䝹䞊ᛂເ䛷┠ᶆ䛾䠍�䠏ಸ䛾ᛂເ⪅

䞉6WDU�6SKHUH�6RQ\�䛿䚸䜶䞁䝍䝯䝃䞊䝡䝇䛾୍㒊䜢䜽䝷䜴䝗䝣䜯䞁䝕䜱䞁䜾䛾䝸䝍䞊䞁䛻
䚷䛩䜛䛣䛸䛷䚸����௨ୖ䛸䛛䛺䜚䛾㢠䜢㞟䜑䛯䚹6WDU�6SKHUH䛿㉥Ꮠ㢠䜒ᑡ䛺䛟䚸
䚷䛣䛾䜽䝷䜴䝗䝣䜯䞁䝕䜱䞁䜾䛾ᡓ␎䛿䛖䜎䛟䛔䛳䛶䛔䜛䛸ゝ䛘䜛䚹

䞉Ᏹᐂ䜶䞁䝍䝯ᴗ䛿≉䛻┤㏆�ᖺ䛷⇿ቑ䛧䛶䛚䜚䚸
䚷᭶䜶䞁䝍䝯ᴗ䛿��ᖺ䛷��ಸ䛾つᶍ䛻䛺䜛䛸䛔䛖䝕䞊䝍䜒䛒䜛䛜䚸
䚷≉䛻䝥䝻䝎䜽䝖䜢Ᏹᐂ䛻㣕䜀䛩ᴗ䛜ᣢ⥆䛩䜛䛻䛿⤒῭㠃䛷䛾ㄢ㢟䛜䛒䜛䚹
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ポスター

$6($1䛾Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛾⌧≧䛸ᒎᮃ

��䚷◊✲ᴫせ
䚷$6($1䛿ᨻⓗ䞉♫ⓗ䛻⊂≉䛺ᅜ䚻䛜ከ䛟䚸㏆ᖺ⤒῭ⓗ䛻Ⓨᒎ䛜㐍䜣䛷䛔䜛ᆅᇦ䛷䜒䛒䜛䚹䜎䛯䚸$6($1ㅖᅜ䛿Ⓨᒎ㏵ୖᅜ䛷䛒

䜛䛯䜑䚸ᅜ䛸䛾㛵ಀᛶ䛸䛔䛳䛯せ⣲䜒$6($1ㅖᅜ䛻䛝䛺ᙳ㡪䜢䛘䛶䛚䜚䚸䜂䛔䛶䛿⤒῭Ⓨᒎ䛻క䛖Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛻䜒䛭䜜䛮䜜䛾ᅜ

䛾≉Ⰽ䛜Ⰽ⃰䛟ᫎ䛥䜜䜛䛣䛸䛻䛺䜛䚹ᚑ䛳䛶䚸$6($1ㅖᅜ䛻䛚䛡䜛Ᏹᐂ㛤Ⓨ䜢ṇ䛧䛟⌮ゎ䛩䜛䛣䛸䛿㔜せ䛺䛜䜙䜒ᐜ᫆䛷䛿䛺䛔䚹䜖䛘

䛻䛣䛣䛷䛿$6($1ㅖᅜ䛾Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛾⌧≧䛸䚸Ᏹᐂඛ㐍ᅜ䛸䛾እ㛵ಀ䜢ᢕᥱ䛩䜛䛣䛸䛷䚸$6($1䛾Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛾ᒎᮃ䜢⪃䛘䜛䚹䛺䛚䚸

䛣䛣䛷䛿$6($1ㅖᅜ䛾୰䛷䜒ᅜᐙ䛸䛧䛶Ᏹᐂᴗ䜢ᒎ㛤䛧䛶䛔䜛䜲䞁䝗䝛䝅䜰䚸䝬䝺䞊䝅䜰䚸䝣䜱䝸䝢䞁䚸䝅䞁䜺䝫䞊䝹䚸䝧䝖䝘䝮䚸䝍䜲䛾

�䛛ᅜ䛻ὀ┠䛩䜛䚹

��䚷$6($1䛾Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛾⌧≧
��䚷$6($1య䛸䛧䛶
Ɣ ⥲䛨䛶䝻䜿䝑䝖䛾㛤Ⓨ䜔⮬ᅜᡴୖ䛢䛺䛹䜘䜚䚸⾨ᫍ䛾㛤Ⓨ䛻

ຊ䜢ධ䜜䛶䛔䜛

Ɣ ⾨ᫍ䛾✀㢮䛸䛧䛶䛿䚸⅏ᐖ䛜ከ䛔ᆅᇦ䛷䛒䜛䛜䜖䛘䛾ᆅ⌫

ほ ⾨ᫍ䚸⮬ᅜ䛾䜲䞁䝣䝷ᩚഛ䛾䛯䜑䛾㏻ಙ⾨ᫍ䛜䛷䛒

䜛

Ɣ $6($1䛭䛾䜒䛾䛜Ⓨᒎ㏵ୖ䛻䛒䜛䛯䜑䚸Ᏹᐂ㛤Ⓨศ㔝䛻

䛚䛔䛶䜒Ᏹᐂඛ㐍ᅜ䛛䜙ᨭ䜢ཷ䛡䛯䜚䚸ඹྠ䛷䝥䝻䝆䜵䜽

䝖䜢⾜䛳䛯䜚䛩䜛䛣䛸䛜ከ䛔

��䚷ྛᅜ䛾Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛾⌧≧
䜲䞁䝗䝛䝅䜰
Ɣ $6($1䛷᭱䜒Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛾Ṕྐ䛜㛗䛔
Ɣ ከ䛟䛾Ᏹᐂ䝥䝻䜾䝷䝮䛜Ᏹᐂᢏ⾡䛾♫⤒῭ⓗ䞉ἲᏛⓗഃ

㠃䛾◊✲䛻ᙜ䛶䜙䜜䛶䛔䜛
Ɣ 䝻䜿䝑䝖㛤Ⓨ䛻䜒ຊ䜢ὀ䛠
Ɣ ⡿䞉䛸༠ຊ䛧䛶ᆅ⌫㈨※䝕䞊䝍䛾䛯䜑䛾䝥䝻䝆䜵䜽䝖䜢㐙

⾜
Ɣ /$3$1䛛䜙%5,1䛻Ᏹᐂᶵ㛵䛾⤌⧊ᨵ⦅
䝬䝺䞊䝅䜰
Ɣ ⣙��ᖺ䛾Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛾Ṕྐ䛾୰䛷୍ᮇᏱᐂ㛤Ⓨ䛜䛧

䛶䛔䛯ᮇ䜒䛒䛳䛯䛜䚸⌧ᅾ䛿ㄪ䛾䛧䛜ぢ䜙䜜䜛
Ɣ Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛜ኻ㏿䛧䛶䛔䛯䛣䛸䜒䛒䜚䚸㏆ᖺᏱᐂศ㔝䛻䛚䛔䛶

┠❧䛳䛯༠ຊ㛵ಀ䛿䛺䛔
䝣䜱䝸䝢䞁
Ɣ Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛾Ṕྐ䛿ὸ䛔䛜䚸Ᏹᐂඛ㐍ᅜ䛾ᨻ⟇䜢ศᯒ䛧▷

ᮇ㛫䛷䛝䛺㐍Ṍ䜢㐙䛢䛯
Ɣ Ⓨᒎึᮇ䛛䜙ᢏ⾡㛤Ⓨ䛸ἲⓗ䛺ᨻ⟇ᯟ⤌䜏䜢ྠ䛻Ⓨᒎ䛥

䛫䛶䛝䛯
Ɣ ᮾᏛ䚸ᾏ㐨Ꮫ�᪥ᮏ�䛸ඹྠ䛷⾨ᫍ㛤Ⓨ
䝅䞁䜺䝫䞊䝹
Ɣ Ᏹᐂ㛵㐃䛾ᑓ㛛┬ᗇ䜒Ᏹᐂἲ䜒䛺䛔
Ɣ ၟᴗ䛻㔜Ⅼ䜢⨨䛔䛶䛚䜚䚸Ᏹᐂ⏘ᴗ䛿ᨻᗓ䛾䝃䝫䞊䝖䛸䚸

ᅜෆ䛾ẚ㍑ⓗᡂ⇍䛧䛯Ᏹᐂ䝡䝆䝛䝇䛾䜶䝁䝅䝇䝔䝮䛻ᨭ䛘
䜙䜜䛝䛟Ⓨᒎ

Ɣ Ᏹᐂ㛵㐃ᢏ⾡䛜ᴟ䜑䛶Ⓨᒎ䛧䛶䛔䜛
Ɣ Ᏹᐂ⏘ᴗ䛻䛚䛡䜛ᅜ㝿ⓗ䛺䝝䝤䛷䛒䜛
Ɣ ேᮦ⫱ᡂ䚸≉䛻Ꮫ㒊⏕䞉Ꮫ㝔⏕䛾ᩍ⫱䜢✚ᴟⓗ䛻⾜䛳䛶

䛚䜚䚸⾨ᫍ㛵㐃䛾Ꮫ䝥䝻䜾䝷䝮䛜ከᩘᏑᅾ䛩䜛
Ɣ 䝇䝍䞊䝖䜰䝑䝥䛻ேẼ
䜉䝖䝘䝮
Ɣ ᣢ⥆ྍ⬟䛺Ⓨᒎ䚸㌷䞉እ㛵ಀ䜈䛾⏝䛻䚸Ᏹᐂ㛤Ⓨ䜈

䛾౯್䜢ぢฟ䛧䛶䛔䜛
Ɣ ᨻᗓ┬ᗇ㛫䛾ㄪᩚ䞉㐃ᦠ㊊䛻䜘䜚Ᏹᐂᢏ⾡䛾⏝䛿ไ㝈

䛥䜜䛶䛔䜛
Ɣ ୰ᅜ䛾୍ᖏ୍㊰ᵓ䛾ᵓᡂᅜ䛾�䛴
Ɣ ᪥ᮏ䛛䜙86������PLOOLRQ䜢䝻䞊䞁ணᐃ�����Ⅼ�
䝍䜲
Ɣ 7KDLFRP�3XEOLF�&RPSDQ\�/LPLWHG䛸䛔䛖ᅜ䛜ಖ᭷䛩䜛

ᴗ䛜䜰䝆䜰ኴᖹὒᆅᇦ䛻ᗈ䛟㏻ಙ䝃䞊䝡䝇䜢ᥦ౪
Ɣ 䛸ඹ䛻7KHRV�����䛸䛔䛖�ᮇ䛾⾨ᫍ䜢㛤Ⓨ
Ɣ ����ᖺ௨㝆䚸ᅜ⏘⾨ᫍ䛾〇㐀䛻ྲྀ䜚⤌䜐

��䚷䜎䛸䜑
䚷ᅇ䛾◊✲䛻䜘䜚䚸$6($1䛿㏵ୖᅜ䛺䛜䜙䜒Ᏹᐂ⏝䛾౯

್䜢ㄆ㆑䛧䚸✚ᴟⓗ䛻⏝䛧䛶䛔䛟ጼໃ䜢ぢ䛫䛶䛔䜛䛣䛸䛜ศ

䛛䛳䛯䚹୍᪉䚸$6($1䛸䛔䛖ඹྠయ䛷ぢ䜛䛸䜎䛰䛭䜜䛮䜜䛾ᅜ

䛜⊂❧䛧䛯Ᏹᐂᨻ⟇䜢⾜䛳䛶䛚䜚䚸ඹ㏻䛾᪉ྥᛶ䜢ᣢ䛳䛶䛔䜛

䛸䛿ゝ䛔㞴䛔䚹$6($1䛜ඹྠయ䛸䛧䛶Ᏹᐂ㛤Ⓨ䜢⾜䛖䜘䛖䛺ᅜ

㝿ㄪᩚ䛜Ⅽ䛥䜜䜜䜀䚸$6($1䛾Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛿䛥䜙䛻Ⓨᒎ䛩䜛䛰

䜝䛖䚹

䚷ᚋ䛾◊✲䛷䛿䚸ᅇ䝕䞊䝍㊊䛷༑ศ䛻ศᯒ䛷䛝䛺䛛䛳䛯

ண⟬㠃䛺䛹䛾ㄪᰝ䜒ྲྀ䜚ධ䜜䛯䛔䚹

��䚷$6($1䛷䛾Ᏹᐂᴗ䛾ᒎᮃ
$6($1య䛸䛧䛶
Ɣ $6($1ෆ䛾ᆅ⌮ⓗඹ㏻㠃䜢ά䛛䛧䛯ᅜ㝿༠ຊ䛜㐍䜐

H�J����䝉䞁䝏䝛䝹䜰䝆䜰�⅏ᐖᑐ⟇�
Ɣ ᅜෆᨻ䛜Ᏻᐃ䛷䚸Ᏹᐂ㛤Ⓨ䛜ᛴ⃭䛻䛩䜛ྍ⬟ᛶ

䛜䛒䜛
Ɣ Ᏹᐂ䝡䝆䝛䝇䝬䞊䜿䝑䝖䛾ᅜ㝿ⓗ䛺ᗈ䛜䜚䛜㐍䜐

H�J����ඛ㐍ᅜᴗ䛾$6($1㐍ฟ

��䚷Ᏹᐂඛ㐍ᅜ䛸䛾㛵ಀ
䜰䝯䝸䜹

Ɣ ᵝ䚻䛺$6($1ㅖᅜ䛾⾨ᫍ〇㐀䛻㛵䜟䜛

Ɣ $6($1䛻䛸䛳䛶䠎␒┠䛻䛝䛺㈠᫆┦ᡭᅜ

Ɣ 6SDFH;䛺䛹䛾ᅜෆᏱᐂ䝧䞁䝏䝱䞊䛜$6($1䛻ᴗᒎ㛤

Ḣᕞ

Ɣ (6$䛸䛾㛵䜟䜚䛿䛺䛔䛜ᡤᒓᅜ䛸䛾㛵ಀ䛜䛒䜛ᅜ䛜䛒䜛

Ɣ 䝣䝷䞁䝇䛛䜙䛾2'$䜢ཷ䛡䝧䝖䝘䝮䛷ᑠᆺᆅ⌫ほ ⾨ᫍ䜢

ᡴୖ䛢

Ɣ 䝣䝷䞁䝇䛸䜲䞁䝗䝛䝅䜰㛫䛷⾨ᫍ䜢ඹྠ㛤Ⓨ

᪥ᮏ

Ɣ $6($1ㅖᅜ䛸ᆅ⌫ほ ศ㔝䛷༠ຊ

Ɣ $6($1ㅖᅜ䛻⤒῭ᨭ䜢⾜䛖

Ɣ -$;$ᑟ䛷$6($1ㅖᅜ䛾Ᏹᐂᶵ㛵䛾ᅜ㝿㆟

$356$)�䜰䝆䜰䞉ኴᖹὒᆅᇦᏱᐂᶵ㛵㆟�䜢タ❧

䝻䝅䜰

Ɣ 䝬䝺䞊䝅䜰䜔䝣䜱䝸䝢䞁䛸Ᏹᐂ㛵㐃䛾༠ᐃ䜢⥾⤖

Ɣ $6($1ㅖᅜ䛻䛸䛳䛶㌷㠃䛷㔜せ

୰ᅜ

Ɣ ୰ᅜ䛻䛸䛳䛶᭱䛾㈠᫆┦ᡭ䛷䛒䜚䚸⤒῭ᨭ䜒⾜䛖

Ɣ ୍ᖏ୍㊰ᵓ䛻䜋䛸䜣䛹䛾$6($1ㅖᅜ䛜ཧຍ

Ɣ ୰ᅜ䛜ᑟ䛩䜛$36&2�䜰䝆䜰ኴᖹὒᏱᐂ༠ຊᶵᵓ�䛻䝍

䜲䛜ຍ┕῭䜏䚸䜲䞁䝗䝛䝅䜰䛜ຍ┕᳨ウ୰

䜲䞁䝗

Ɣ 䜰䜽䝖䜲䞊䝇䝖ᨻ⟇䛺䛹✚ᴟⓗ䛻ാ䛝䛛䛡

Ɣ 䜲䞁䝗�$6($1༠ຊ䛾୍⎔䛷䝧䝖䝘䝮䛻VSDFH�SRUWᘓタ
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䚷⌧ᅾ䚸᪥ᮏ䛾Ᏹᐂ䝧䞁䝏䝱䞊䛜ᾏእ䛾Ᏹᐂᴗ䛻ᑐ䛧
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䛩䜛䚹
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ᙉ䜏� ᙅ䜏
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䛔䜛

Ɣ 㛤Ⓨ㈝䛜㧗䛔ഴྥ䛻䛒䜛
Ɣ ㍺ฟつไ䛜Ꮡᅾ䛩䜛

ż ㌷ရ┠䛾ἲᚊ䞉᮲⣙

ᶵ ⬣ጾ

Ɣ 1$6$�䜸䞊䝹䝗䝇䝨䞊䝇䛾ᡴ䛱ୖ䛢ᐇ⦼䛜䛝
䛔

䚷᪥ᮏ䛾Ᏹᐂ䝧䞁䝏䝱䞊䛿᪥ᮏ䛾䜸䞊䝹䝗䝇䝨䞊䝇䛾ᡴ䛱ୖ䛢䜛䝻䜿䝑䝖䛾ᡂຌ⋡䜔䚸㛤Ⓨ㈝䛺䛹䛾ᢏ⾡䜢䛖䜎䛟
⥅ᢎ䛷䛝䜛ᅵተ䛻䛔䜛䛸䛔䛖Ⅼ䛜䛒䜛䚹
䚷䛣䜜䛛䜙䛾᪥ᮏ䝧䞁䝏䝱䞊䛿䛣䛖䛧䛯ᢏ⾡䜢ྲྀ䜚ධ䜜䛺䛜䜙䜒䚸ᙅⅬ䛸䛺䜛ᡴ䛱ୖ䛢㈝⏝䜔᭷ே䝻䜿䝑䝖䛺䛹䛾ᮍ
╔ᡭ䛺ศ㔝䛻㛵䛧䛶䚸ྲྀ䜚⤌䜣䛷䛔䛟ᚲせᛶ䛜⪃䛘䜙䜜䜛䛸䛔䛘䜛䚹

ᙉ䜏 ᙅ䜏

Ɣ ⏝ᆺᏱᐂ㍺㏦䝅䝇䝔䝮䛾◊✲䛜㐍䜣䛷䛚
䜚䚸ᖜ䛺䝁䝇䝖๐ῶ䛜ぢ㎸䜎䜜䜛

Ɣ ከ䛟䛾䝧䞁䝏䝱䞊ᴗ䛜᪂䛯䛻Ᏹᐂ䝡䝆䝛䝇䛻
ཧධ䛧䛶䛔䜛

Ɣ Ᏹᐂ䝧䞁䝏䝱䞊䛷䝻䜿䝑䝖ᡴ䛱ୖ䛢䛻ᡂຌ䛧䛶䛔
䜛ᴗ䛜䛒䜛

Ɣ ᡴ䛱ୖ䛢ᐇ⦼䛜ᑡ䛺䛔
Ɣ ᭷ேᏱᐂ䝻䜿䝑䝖䜢ᡴ䛱ୖ䛢䛯䛣䛸䛜䛺䛔
Ɣ ᡴ䛱ୖ䛢㈝⏝䛸ᡂຌᅇᩘ䛻䛴䛔䛶䛾ᅜ㝿➇தຊ

䛜ప䛔

ᶵ ⬣ጾ

Ɣ -$;$䛾䝻䜿䝑䝖ᡴ䛱ୖ䛢䛾ᡂຌ⋡䛜㧗䛔䠄 ĺ䝜
䜴䝝䜴䠅
ż ᡂຌᅇᩘ䛿+�,,$䝻䜿䝑䝖䛿�����䚸+�,,%䝻

䜿䝑䝖䛿���
Ɣ -$;$䛾䝻䜿䝑䝖䛿ᾏእ䛾䝻䜿䝑䝖䛻ẚ䜉䛶䚸㛤Ⓨ

㈝䛜Ᏻ䛔
Ɣ ᡴ䛱ୖ䛢㈝⏝䛾Ᏻ䛔䝻䜿䝑䝖䛜ᨻᗓᶵ㛵䛛䜙ᡴ

䛱ୖ䛢䜙䜜䜛ணᐃ

Ɣ ᅜෆ䛾⾨ᫍ䝧䞁䝏䝱䞊䛻䛿ᾏእ䛾䝻䜿䝑䝖♫䛻
ᡴ䛱ୖ䛢䜢౫㢗䛧䛶䛔䜛䜒䛾䜒䛒䜛

日本の宇宙ベンチャーとアメリカの宇宙企業について、宇宙輸送システムの分野での現状を分析し、
今後の日本の宇宙ベンチャーの戦略を考察しました。その考察をするにあたり、日本の宇宙ベン
チャーとアメリカの宇宙企業について、宇宙輸送システムに関する SWOT 分析を用いて比較しま
した。その結果、日本の宇宙ベンチャーは、オールドスペースのロケット打上げ成功率や、開発費
などの技術をうまく継承できる土壌にあるという利点を持っていることがわかりました。これから
の日本ベンチャーはこうした技術を取り入れ、弱点となる打上げ費用や有人ロケットなどの未着手
な分野に取り組んでいく必要性があると言えます。 
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米国のアルテミス計画を契機として、世界的に月面開発が本格化しています。火星探査のハブとしての月面利用が想定される2040年以降において、月面では自
発的なエコシステムの構築が求められます。エコシステム構築には持続的な資金や人材の投入が必要となるため、従来の政府主導から民間企業の役割が重要に
なると考えられます。
日本では、民間事業者による宇宙資源活動の促進を目的として、宇宙資源法が世界で4番目に制定され、月面において「先導的な」立場として活動する機運が高
まっています。またフロンティア領域である月面開発は、民間が関わっていく上で先行者利益を得られる可能性が大きい分野であるため、様々な業界からの参
入機会が期待できます。宇宙産業の予算が他国に比較して少なく、官需依存で市場の拡大が困難な状況である中で、民間企業による宇宙資源活動が市場拡大の
促進剤の1つになると考えられます。よって、市場形成の段階にある現時点から、民間企業による宇宙資源活動を促進することで新たな産業基盤を構築するが期
待できると考えられます。一方で、リターンを得られるまでの期間が長く、必要な資金が多い宇宙産業において、早期の事業化が難しい現状があります。本企
画では民間企業による月資源開発を促進させていく上で、今後どのような環境作りが必要と考えられるのか参加者の皆さまに議論していただきました。

米国は、1980年代から民間企業による宇宙産業への参画を促進するため、国内法「商業宇宙打上げ法」を整備し、宇宙利用と商業化を加速させました。一方で
日本は、1970年に世界で4番目の人工衛星打上げ国となり、国内法の整備が検討されましたが、民間企業による人工衛星の打ち上げ計画がなかったため、当時
は法整備が進みませんでした。2008年に初めて宇宙開発に関わる国内法が制定され、ここ5年で宇宙ベンチャーの立ち上げが活発化しました。こうした背景か
ら、フロンティア領域となる宇宙資源の分野において、民間企業の予見性を高め、民間企業による活動を促進することを目的として宇宙資源法が議員立法とし
て制定されました。また、世界初の民間事業者による月面着陸を目指す企業が出ていることなど、日本の中で宇宙資源活動を活発化させる潮流が起こり始めて
いる現状があります。
宇宙事業の多くはリターンを得られるまでの期間が長く、莫大な資金も必要になります。予算が限られている日本では、官需に依存せず市場を拡大していく上
で、民間企業の事業活動のスピード感が不可欠です。特に新しい市場として期待される月資源市場は、今後リスクを恐れずに民間企業が先行者利益を得られる
環境作りの契機として良い機会になるのではないかと考えました。
以上の背景から本企画では、宇宙資源開発における民間事業者の参入可能性と課題について認識していただき、その上で、民間による宇宙資源開発が促進され
るために必要な環境作りについて理解していただくことを目的としました。また、全体を通して、宇宙資源開発という新しい市場に参入する企業を増やす、既
存プレーヤーを支援する方法を考えることの重要性を実感していただくことが、本企画のねらいとなります。
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月面産業の展望
・探査段階  (2022年～)
月面環境データの取得および月面への輸送手段が喫緊の課題である。
・開発段階  (2030年～)
水やレゴリスなどの月資源開発が進み、
工程は採掘→貯蔵→消費者への輸送が想定される。
・利用段階  (2040年～)
月面基地や月輸送を可能にするための資源利用が必要となる。

プレーヤー分析
分野ごと  (探査・採掘・輸送・製造・供給)  の企業数 (計20社程度)

月資源と市場予測
・月資源の種類と活用方法
揮発性物質/難揮発性物質：生活環境支援、推進剤製造
工業用金属：製造機器、インフラ構築
・市場予測
打上げ推進剤、生活支援物資・建設市場の売上高予測

大手ゼネコンS社
年間売上高2兆円を誇る大手建設企業。建設機械の自動施工の研究による月面無人建設技術
の確立や、レゴリスを利用した建造物の建築の研究開発を行なっている。

宇宙系ベンチャーI社
日本初の民間主導による月面資源探査を進めるベンチャー企業。月面探査における技術力は
世界トップレベルで、独自のランダーやローバーの開発、月輸送サービスの提供、月面デー
タの収集を行なっている。

①設計　②環境試験 (地上実証)
③宇宙実証
軌道上実証には多大なコストがかかる。政府は提供された部品をJAXAの人工衛星に搭載し
て、約1年間運用する「革新的衛星技術実証プログラム」を実施してきた。

④許可申請
日本では、宇宙空間における人工衛星の運用には、国の許可が必要である。
 (宇宙活動法)
許可申請には、審査基準や申請の処理期間、詳細なガイドラインが公開されている。

宇宙資源法
事業計画書を宇宙活動法上の許可と併せて国に提出し、許可が得られた事業計画に従って
採掘した資源の所有権を、その事業者に認める。許可について、審査基準や申請の処理期
間、詳細なガイドラインが存在していない。許可した事業計画は、国際社会に公開する。

宇宙資源法制定の背景
米国では1980年代から民間企業による宇宙産業への参画を促進させるための法整備を行な
い、日本は2008年に初めて宇宙開発に関わる国内法が制定された。リスクを伴う宇宙産業
において、国の支援や民間企業の予見可能性を高めて、新規事業への挑戦を促す法整備・政
策が不可欠。

規範
・宇宙条約2条、月協定11条3項前段
・ハーグ宇宙資源ワーキンググループ、アルテミス合意

各国の立場
推進派と慎重派で、宇宙条約 (資源の取得を禁止しているか) の解釈や
月協定 (批准国以外に適用されるか) の認識に相違が出ている。

政策
宇宙探査イノベーションハブ、スターダストプログラム

月探査計画 (SLIM、アルテミス計画)
SLIMでは、高頻度での月面の詳細なデータの取得につながることが期待される。

アメリカ合衆国
米航空宇宙局 (NASA) によるペイロードの月面輸送サービスを民間事業者から公募するプ
ログラム (CLPS) など、公的機関によって、各種ミッションに民間企業の積極的な参入を
促す動きがある。また、世界初の宇宙資源に関わる法律の立法国である。

ルクセンブルク
宇宙資源の平和的探査と持続可能な利活用を促進する政策や宇宙資源開発利用法を制定。
2019年に設立した欧州宇宙資源イノベーションセンター (ESRIC) では、宇宙資源開発に関
わる研究施設の設立、スタートアップの支援プログラム、情報の集積と利用推進のためのコ
ミュニティ形成、非宇宙産業との協力を焦点としたイベントの企画を行なっている。

3. 国際法

4. 国内の政策

5. 海外の政策

1. 開発から事業化までの流れ (従来の軌道上人工衛星)

1. 月面資源開発のビジョン

2. 当社の過去のクライアント

コンサルティング会社が持つ特有の情報

月資源開発に関する基本情報

2. 国内法

18Space Development Forum 2022 Report



【結果】

フェリックス社の会社情報

持続可能な社会の実現に向けた既存事業の拡大とフロンティア領域での新規事業を検討している。
現在、新たな収益源を構築する長期目標の一環として、宇宙ビジネスへの参入に興味を示している。
・今年度の決算は売上高3000億円。参入している業界の市場規模 (日本) は1.5兆円。
・宇宙ビジネスに関して未だ十分な情報を得られていない。
・5年スパンでの投資を考えている
・水の電気分解、空調設備に関する技術を保有

 (Phase1) 

１班

・宇宙で植物をつくる実験技術
・空調技術を活かした、植物工場、
宇宙ホテル、衛星維持管理サービス
・月の寒暖差を空調設備でやり過ごす
・月面基地の生命維持装置

2班

・月面水資源の電気分解によるH₂推進剤生成技術提供
・レゴリスの洗浄
・月面・宇宙船内の空調設備技術提供
・水→酸素→空調、蓄熱への活用

3班

・水の電気分解によるエネルギー生成
・月面での実験施設用の空調設備
・宇宙服、空調設備技術 (for Artemis)
・高圧水電解システム
・LE-5エンジンの応用

4班
・月面水資源の電気分解による水素燃料生成事業
・居住棟、作物生育などのための熱管理、空調管理
・水、酸素の貯蔵

5班
・工業用金属の加工のための施設における空調設備
・月面施設での空調ソリューション
・信頼性のあるエネルギー生産設備

結果は、表4、5、6のようになりました。
民間企業が宇宙資源開発をこれから取り組む上で考えられるメリットとして、将来的に有望な市場において優位性や宇宙で得られる特有の知見
が獲得できるなど、拡大が見込まれる新市場での優位性獲得、技術活用や広告など地上の既存事業にも還元できる可能性がある点が挙げられま
した。一方で、水資源の所在が不明瞭である点や資金回収が長期的になる点など、資金面において不確定な要素が多いため、参入が難しいとい
う点が挙げられました。水資源の存在が明確になってから動き出すのは競合リスクがあるため、調査段階である現段階から取り組むことが有用
であるという意見もいただきました。また、技術的な面において、地上の環境試験における費用の高さ、実証機会の少なさが問題として挙げら
れました。法律的な面に関して、国内法では宇宙資源の所有権が認められている一方で、国際的に明確な規範が定まっていない現状があるた
め、国内で先行的な活動ができたとしても、国際的に認められないというリスクが考えられます。
しかし、規範ができていないからこそ、新たなルール作りをできる機会があり、日本がプレゼンスを発揮できる可能性があるという考え方も挙
げられました。また、早期の探査により、月面の知見を先行的に得ることで、地上との差別化ができるという意見もいただきました。

～2022年　コンセプト検討 月面環境の情報をふまえて、事業のコンセプト検討をする。
2022年～2030年　研究開発・地上実証 月面環境を再現した環境下で、技術実証を繰り返す。
2030年～2040年　月面実証 プロトタイプの開発及び、月面での実証を行う。
2040年～　事業化 水採取と、水を用いた月面での水素・酸素生成機構の開発を目標とする。

事業構想
①月面では固体として存在するとされる水を、太陽光の熱を用いて昇華させ、水を採取する。
②水の電気分解を行うことで、CO₂フリーで水素と酸素を取り出す。

事業計画
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メリット 懸念点

・特有の技術分野で、競合が参入する前の参画は有用
・既存技術を活かせる
・日本は月資源開発で有利
・I社と協調するとAll Japanで強みを発揮できる可能性
・採掘や製造の分野はプレーヤーが少なく有利
・ブルーオーシャンなのでリターンが大きい
・他の工業製品への生産を増やすことに繋がる
・国が予算を出す可能性が高い
・月面市場の中でも、特にインフラ分野で主導権を掴むこ
とができれば、優位性が上がる
・宣伝効果、企業のイメージupになる

・収益化が遅れた時に事業が維持できるか
・地上の事業への成果の反映が見込めるか
・コスト面
・まだ正確な情報が少ない
・月面上の氷が掘りやすい状態であるのか分からない
・企業イメージや得られる知見は確実性に欠ける
・競合他社の存在
・国の政策が途絶える恐れがある
・宣伝効果として予算を拠出するか、または宣伝効果とな
らなくても事業として維持ができるかが問題

１班 主張 反論

慎重派

・氷が見つからなかった場合の保証が分からない
・研究が成功したときに、海外から宇宙資源の獲得について指摘される可
能性がある
 (宇宙資源法の衝突)

・将来的に強い競合が現れたとき、先行者という立場だけで優位性を保て
るか
・競合に対して、I社との協力は強みになるのか (I社にとってのメリットは
何か)

積極派

・日本として推進しており、初期からの参入で企業のイメージ向上や政府
からの資金が期待できる
・I社 (他企業) との相乗効果
・地上か火星での技術活用に繋がる

・競合するリスクを避けるためには、氷が見つかってから事業を始めるの
は遅い
・他のところに活用しながら、調査結果が出るまでプロトタイプで運用し
ていく

2班 主張 反論

慎重派
・設備を月に運ぶタイミング取りにくい
・月に物資を運ぶコストが高い
・許可申請が必要になる

・市場規模を信じるのは危ない
・宇宙専用の技術が必要

積極派

・広告に有効
　(宇宙業界に参入することで株価上昇を狙える)
・今後市場規模が大きくなることが見込まれる
・コスト面については、宇宙機関と共同で段階的に開発していく形をとれ
ば良い

・地上との差別化ができる

3班 主張 反論
慎重派 ・法律面の不安 -

積極派

・高度な熱設計の技術を応用できる
・MoonValleyは将来的に拡大する可能性がある
・法律の不安へのリスク
・将来的な市場での優位性獲得
・企業のPR活動
・政府の支援を得られる

-

4班 主張 反論

慎重派
・良好な採取ポイントが残っているか不明
・中小企業がシェアを獲得できるのか
・月面の環境で地球と同じことができるか

・長い事業計画の中で資金が維持できるのか
・プレーヤー分析は現時点のもので、競争に勝てるかは分からない

積極派 -

・早期の探査は、月面上でのリスクを知見として得る機会として考えられ
る
・既にNASAなどの探査で氷状態の水があることは定性的にわかっている
・環境的には重力の違いのみで、月面重量下で動作することは既に実証済
である

5班 主張 反論

慎重派

・資源利用が確実に行えるのか法的に不安がある
・事業化して収益を得られるのか不明瞭
・外部資金の確保をどのように行えばいいのか
・出資側の要求を満たせるのか
・宣伝効果はあるのか

・事業が維持できなくなった時のリスクが大きい
・他の大企業が参入してきた時の対抗策がない
・国が方針転換する可能性がある

積極派

・競争相手が少ない
・宇宙参入より企業のイメージ向上になる可能性
・宇宙特有の知見が得られる
・宇宙探査イノベーションハブを活用できる

-
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要件：政府の立場から「相談内容」の各事項についてどうすればよいか検討してください
政府の立場

・特定の企業の一時的な利益ではなく、日本の社会経済全体にとっての長期的な利益を重視している。一方で日本に有望な
企業が存在するならば活かしたい。
・国際社会の一員である以上、国際ルールを遵守するが、ルールがない分野に関しては、率先してイニシアチブを取りたい。
・国が税金からコストを負担しなくて済む方がよい。
・月探査活動への民間企業の参画促進を基本方針としたい。

相談内容

A. 宇宙資源法の整備について
①どのような事業計画であれば国際法に適合または安全なものとして許可するかという基準をどうするべきでしょうか。また、今後ど
のように運用すればよいでしょうか。
迅速に、許可の詳細な基準を作って公開するor当面の間に基準は作らず、個別の許可申請があるたびに具体的に許可するかを判断して
いく
②許可するか否かの判断について
厳しく判断するor緩く判断する
また、月面資源開発の国際ルール形成の動きに対して、何かするべきことはありますか。

B. 輸送手段の確保について
企業が月面輸送サービスを調達しやすいように、国としてどのようなことをすべきでしょうか。
・JAXAの技術を直接提供する。
・国内企業による輸送産業の拡大を図る。
の２つのアイデアに関して検討してください。可能であれば、できるだけ費用を抑えつつより多くの機会を提供できるような方向性で
お願いします。

C. 月面資源探査に関する情報 (ノウハウ) 普及について
知識不足により参入が進まない事態を避けるため、データ共有や技術移管によって現状を打開したいと思っていますが、宇宙産業へ新
規参入する企業によるデータへのアクセスを、国がどのような方法でサポートしていくべきか、以下の3つのケースについて検討をお
願いします。
・政府・研究施設・大学が蓄積してきたデータへのアクセスをサポート
・民間企業が蓄積してきたデータへのアクセスをサポート
・海外政府・海外企業が蓄積してきたデータへのアクセスをサポート

D. 資金について
資金回収ができなくなるリスクを軽減し、持続可能な月面資源開発を行なっていくためには、どのような資金援助が有効でしょうか。
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【結果】

アイデア

1班
・参入企業の予測可能性が上がる
・参入企業が増えて同じ説明を繰り返すのが大変
になったら、基準が定まる

2班 ・基準があったら研究開発しやすい
3班 ・企業が安心して事業を開始できる
4班 ・企業側の申請のハードルが下がる
1班 ・柔軟な対応が可能である 1班 ・現時点で基準作りは難しい

4班 ・国際法が定まるまで柔軟な対応ができる 2班
・基準の設定を失敗した場合の補償が必要
・国際法上認められなかった場合の補償が必要
・会社による許可の違いや不公平が生じる

5班 ・申し出する企業が多くない 5班 ・ケースが少ないと基準を作ることが難しい

メリット デメリット

迅速に作成・公開する

作成せずに、
個別判断をする

2班 ・許可制度を作ることは困難である

アイデア

2班 ・参入しやすい 4班 ・現時点で基準作りは難しい
3班 ・ビジネスの開始がしやすい

4班 ・日本企業の参画が増え、宇宙資源開発で
日本がリードできる

メリット デメリット
厳しくとる

緩くとる

- -

5班 ・明確なルールがないと、むしろ民間企業は
動きにくい

アイデアの方向性

1班 ・SpaceXに引き離されないようにするため
・経験を積む (ニュースペース)

4班 ・輸送系の開発に日本は力を入れる

5班 ・長期的な観点では得策 5班 ・JAXAの予算規模が小さい

メリット デメリット

JAXAが保有する技術を
直接提供する

国内企業による
輸送産業の拡大を図る

3班

4班

・国家としてノウハウの蓄積が可能になる

・輸送手段を持たない企業の宇宙資源開発
の参画を促進する

1班

3班

・ロケット産業が育つまでは、既存にある
ロケットに頼らざるを得ない
・政府やJAXAに依存するとアイデアが
固定化される可能性がある

・高コスト・低頻度

4班 ・拡大までに時間がかかる

結果は表8、9のようになりました。
政府による迅速な基準の設定は、新市場である月面産業において、民間企業の参入ハードルを下げる重要な役割となります。一方で、ケースが少
なく基準を作ることが難しいため、民間企業による宇宙資源活動も必要不可欠です。先行的に宇宙資源法が制定された中で、政府による法整備だ
けでなく、民間企業による宇宙資源活動が重要になると考えられます。
また、多様な業界の応用可能性がある一方で、情報が少なく参入障壁が高い月面産業において、ノウハウの共有や試験施設の提供など、政府によ
る民間事業の初期段階からの支援が、市場拡大の大きな促進剤となります。民間企業による、地上技術を応用した月面への展開と、月面特有の環
境を活かした既存事業の拡大によって、月面資源開発における産業創出が期待されます。
リスクを伴う政策である一方で、新たな国力の基盤構築として捉えられるという意見も挙げられました。
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アイデアの方向性

1班 ・国の研究機関は公開して、
民間企業を成長させる

4班 ・月資源マップの作成が進む

5班 ・「国益」の点からは最重要 5班 ・世界的な協調が進むのであれば、
国益にならない可能性がある

3班 ・国がデータを買い取り、
データを提供する 1班 ・市場優位性の欠損

4班 ・共有データベースを
国が作る 4班

・民間企業がどこまでデータを
共有したいと思うかに依存する
・データのセキュリティを確保できるか

海外政府・海外企業が
蓄積してきたデータへの
アクセスをサポート

1班
・NASAの公開データへの
日本からのアクセスが
できるように交渉

その他 4班
・公正なやりとりが期待できない可能性があ
る
・技術の海外流出

アイデアの具体化 メリット デメリット

1班 ・国会図書館に専門の
施設を作る

4班 ・データのセキュリティを確保できるか政府・研究施設・大学が
蓄積してきたデータへの
アクセスをサポート

民間企業が
蓄積したデータへの
アクセスをサポート

- -

- -

3班 ・企業の発展などに繋がる

アイデアの方向性

2班 ・研究委託、試験施設の提供 2班 ・ネットワーキングにより民
間事業者のビジネス成長

3班 ・安定的な資金の提供
4班 ・個々の技術が月資源

2班 ・資源開発コンペ

4班 ・スタートアップをサポートする
プログラム

1班
・「特別会計」の活用
・アンカーテナンシの確保
・事業自体への保険（政府の補助)

4班 ・複数の企業 (多分野) が共同出資
できるようなシステム

アイデアの具体化 メリット

その他 - 2班 ・リスクは金融、
VCで補填する

デメリット

-
4班 ・国の研究機関との協力や

設備の共有など

研究開発段階の
サポート

- -事業開発段階の
サポート

C. 情報の共有について
論点：宇宙産業に新規参入する民間企業が宇宙関連の示すデータへアクセスするのを、国はどうサポートしていくべきか
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民間事業者の役割 政府の役割 
・失敗すること
・啓蒙活動
・政府に提言 (ニーズ等を捉える)
・民間競争
・意見をあげる (法律)
・より多くの様々な事業を企画・提案し、採用されたら運用する
・適正な法整備の下、世界の市場に打って出る
・海外投資家への日本企業のプレゼンスアピール
・技術開発自体は民間主導で行う
・民間の活力で新開拓をしていく

・民間技術の海外流出を防ぐ
・人材育成
・リスクの補填のために資金を出す
・基準の設定
・補助金、民間企業による輸送機会の創出
・提案された事業への明確な評価と支援を行う
・国力向上のため、政府もリスク覚悟で支援する
・施策 (支援策) を明確に打ち出す
・JAXAイノベーションハブのような枠組みの積極利用
・アンカーテナンシー
・デュアルユースの促進
・フォーマットの整備

【まとめ】
アルテミス計画を始めとして、月面産業の規模は今後拡大することが見込まれます。アポロ計画など従来の月面開発と異なり、アルテミス計画
では、イノベーションの創発を目的として、民間企業の役割が重要とされています。
国際的に中立的な立場に立つ日本は、あらゆる国との対話が可能であり、世界で4番目の宇宙資源法の立法国であることから、国際的な枠組み
を作っていく上で、先導して発言できる立ち位置にいます。未だ整備されていない現状であるからこそ、宇宙資源法の整備に先導して関われる
可能性があります。一方で、発信していく上では意義の伴った発信をしていく必要があり、具体的な活動実績などによる立法事実が必要です。
島国として網羅的な産業を有する日本は、多種多様な事業機能が要求される月面開発において強みがあります。民間企業による宇宙資源の事業
は、先行事例がなく時期が早いと考えられる一方で、宇宙系に限らない様々な企業に、新たな事業を創出する機会があると言えます。NASAの
CLPSなど、世界では民間による月面での実績作りが既に始まっています。日本においても、宇宙資源開発の分野において世界の最先端を進む
企業の存在や、最近では宇宙保険など、宇宙初の事業を日本の民間事業者が手掛けている例もあります。また、オールジャパンで挑戦する動き
も出ています。月面分野において、未開拓である早期段階から、民間企業による早期から地上の既存事業と月面の新たな産業創出の相互作用に
よって、今後世界に通用する新たな産業基盤が日本で実現できることが期待できます。
本WSを通して、月面開発の可能性を知っていただき、新たな事業の選択肢として考えていただく機会になっていただけましたら幸いです。
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講師写真

【講師講演】
講師講演では、三菱総合研究所フロンティア・テクノロジー本
部フロンティア戦略グループリーダー主席研究員の内田 敦 様
に、宇宙開発における官民の役割の変化、宇宙資源ビジネスを
取り巻く状況や実現に向けた動きについてお話しいただきまし
た。

【宇宙開発における官民の役割の変化】
宇宙ビジネスは大きく宇宙機器産業と宇宙利用産業の2つに分か
れます。宇宙機器産業はロケットや人工衛星、部品を作るとこ
ろで、電機メーカーが中心となって、基本的に政府の予算で委
託を受けてつくる流れになっています。ほぼ日本の宇宙開発利
用予算の規模と同程度の市場規模で3500億円程度でしたが、最
近では、宇宙開発利用予算は5000億円程度になっています。従
来、日本はアメリカへのキャッチアップで開発を行なってきた
ので、宇宙機器産業に力を入れてきました。しかし、機器の技
術開発だけでなく利用も考える必要があるため、宇宙にあるア
セットを利用したビジネスである宇宙利用産業が考えられるよ
うになりました。大きく変わったことの一つには、機器と利用
の両輪を回していくために、宇宙基本法が2008年に制定された
ことが挙げられます。利用の主な分野として挙げられるのは通
信衛星のマーケットです。

一方で、測位衛星や地球観測衛星については、地球観測衛星の
一部を除いて、多くは国が開発を行なっています。人工衛星の
開発は国が行い、衛星データを民間が利用する形でビジネスが
生まれています。
従来の宇宙開発は官主導で、政府が決定したロケットや人工衛
星のスペックに従い、民間が受託するという形でした。ところ
が最近では、宇宙のパラダイムシフトと言われるように、民間
独自でできることも増えてきたことで、民間が独自でビジネス
をする時代になり、民間に任せられるところは民間に任せつ
つ、政府はより難しいことを担うという役割分担の時代になっ
てきているというのが大きな流れであると思われます。

【宇宙資源ビジネスを取り巻く状況】
月や宇宙資源ビジネスには、大きく2つあります。1つが小惑星
資源開発で、レアメタルの採掘や小惑星の捕獲をして、地球で
利用する形になります。ただ、巨額の輸送コストによる経済合
理性の成立の厳しさ¹や、小惑星の捕獲やサンプルリターンなど
の技術面での難しさによって、実現が困難であるため、現在は
地産地消という形が注目されています。
有力視されるのは月面における水資源ビジネスです。
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月は地球の6分の1の重力なので、地球から火星に行くときに、
地球の重力を脱出してロケットで行くよりも、月面で拠点を
作って輸送した方が、経済合理性が高い可能性があるという研
究結果が出たため、一気に火が付きました。月面に火星や深宇
宙の天体に向けた拠点を設置するために、月の資源を活用する
という地産地消の形が想定されています。現状では、水を水素
と酸素に分解してロケットの燃料にするというビジネスが謳わ
れています。
宇宙資源のマーケットに注目している国としてルクセンブルク
が有名です。宇宙資源開発の商業化を支援する政策や、宇宙資
源のマーケットが2045年までに最大1070億ユーロに達すると
いうレポート²を出しています。
また、アメリカによるアルテミス計画をはじめとする大きなプロ
グラムが動いています。アルテミス計画は、月面への有人着陸に
関する全てのプログラムの総体で、月の周回軌道に拠点をつくる
基盤の宇宙ステーションとしてゲートウェイ、SLS (Space 
Launch System) とよばれるロケットや人を運ぶ「オライオ
ン」、有人着陸、CLPS (Commercial Lunar Payload Service) 
とよばれる商業月輸送サービスなどがあります。CLPS は、
NASA が民間に月面へ機器を運ぶ貨物サービスを委託するもの
です。2026 年までに 10 回予定していて、月へ輸送したい機器
についてコンペをする形になります。今まで 7 社が採択されて
いて ³、日本の ispace がチームとして入っている企業が選ばれ
ています。かなり予算がつくため、スタートアップ企業にとって
事業を進める上でも助かっています。
アポロ計画では月へ行くことが目的でしたが、アルテミス計画
では月面活動を持続的に行うこと、その先の火星に行くための
技術獲得が目的です。持続的な月活動のためには、民間企業と
政府が一緒に計画を行うことが重要であると言われています。
政府の予算は莫大ですが、予算がなくなると事業も止まってし
まうため、月活動が持続的になるためには、政府がお金を投じ
て民間企業と共に事業を進め、民間企業が自走できるようにな
ることが必要です。民間が次の段階で月開発を中心的に行うよ
うになると、政府はさらに難しい火星、木星、小惑星へ挑戦す
ることが可能になります。持続的な月面開発のためには民間と
政府が組むことが重要となります。
つづいて、宇宙資源法についてお話しします。実は日本は米
国、ルクセンブルク、アラブ首長国連邦に次いで世界で4番目
に宇宙資源法を制定しています。日本はどちらかというと受け
身で、世界でルールが定まってから国内でのルール整備を行う
ことが多いですが、他国と比べて先行的に整備したという点
で、非常に意義が大きいことです。内容としては、宇宙資源の
開発を許可制にして適切か審査を行うことや開発計画を公表す
るというものです。国際社会に対する透明性を確保した上で、
国際法がない中でも取得した資源の所有権を認めていることが
特徴です。宇宙条約によって、どの国も天体に対して所有権の
主張や占有はできないこととなっているため、土地の取得はで
きません。
一方で取得した資源の使用に関しては、今まで国際的なルール
はありません。
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【宇宙資源ビジネスの実現に向けた動き】
月面資源のビジネス実現に向けた動きをいくつかご紹介します。
政府の考え方を示したものとして、「月面活動に関する基本的な考
え方⁴」が2021年の5月に出されています。前半にはアルテミス計
画や科学探査の意義について、後半には産業との関わりについて書
かれています。宇宙系企業は宇宙に関する知見があり、技術レベル
も高いですが、月面で何かをつくることは従来の宇宙開発では経験
がありません。そこで、宇宙系以外のさまざまな企業にも入っても
らい産業界の力を結集し、競争力を強化する機会と捉えて市場技術
を最大限活用していく必要があります。また、サービス調達の活用
という方針も示されています。今まではロケットをスペックなど指
定通りにつくるという形でしたが、サービス調達では輸送方法は問
わず、ロケット型や飛行機型、大型、小型など物資を運べるなら指
定はなく、企業自らが考える形になります。民間企業はただ開発を
するのではなく、将来の事業展開を想定した工夫をする余地がある
ため、輸送サービスに参入しやすくなります。
また、政府がマイルストーンを明確化することで、民間企業が政府
の企てていることを把握して先の計画が立てやすくなるため、予見
性を高めることもとても重要です。今年ispaceが自社で資金調達を
して探査機を打ち上げますが、このような民間企業が独自にやる活
動を促進するため、政府もできる範囲で関与するという形になりま
す。
民間による宇宙産業を促す現在の取り組みとして、スターダストプ
ログラムがあります。宇宙開発の全体的な加速化を目指して多くの
予算を割いて、月面に関して組織横断的に進めています。各省庁に
わかれて、「測位・通信、建設、資源・エネルギー、バイオ・食
料」という4分野に注目して、必要な技術開発を支援しています。
独自の投資で活動している民間企業もあります。浮遊する宇宙ス
テーションと異なり、月面では建物が建てられるので、スーパーゼ
ネコンのほとんどが積極的に取り組んでいます。後は、トヨタ、ホ
ンダ、日産などの自動車企業やプラントメーカー、食品会社、金
融、素材系の会社など、さまざまな企業が月面開発を検討していま
す。
個社だけではなく、コミュニティーをつくる動きもあります。企業
が相互に連携している活動を、政府に活かして欲しいと思っていま
す。 フロンティアビジネス研究会は、三菱総合研究所とispaceで
2016年末に立ち上げ、現在約40社が参加しています。宇宙系の企
業に限らず、非宇宙系の企業も入っています。将来月面資源がビジ
ネスになるのではないかと考え、日本発の宇宙資源ビジネスを作っ
ていくことを検討しています。 月面産業ビジョンは、月面開発が産
業創出につながることを念頭に置いて、産業界が新産業をつくるこ
とを示したビジョンです。予算捻出の要望ではなく、産業界による
行動する決意と政府に対する環境作りの要求を示したもので、普通
の提言と少し毛色が違うと思います。月面産業ビジョン協議会で
は、学識経験者、企業団体と自民党の議員に協力して頂いておりま
す。

つづいて、なぜ月ビジネスを目指すのか、ということについてお話
しします。まず1つ目はフロンティア開拓になります。国や研究機
関の目的は、フロンティア開拓が主となります。2つ目が科学的知
見、人類の誕生や惑星の由来など、我々が知らないことを知ること
です。3つ目が極限環境の活用です。月は非常に過酷な環境で、真
空で放射線が多く、地球の6分の1重力であり、温度も非常に大きく
変化します。極限環境から得られる知見を地球のビジネスへ還元で
きるのではないか、月で実証できたものは地球のシベリアなどの過
酷な地で使えるのではないかと考えられています。月に行く技術を
使って火星に応用する可能性もあります。他には、月に挑戦したい
という想いが社内でもエンジニアにとってもモチベーションアップ
になります。また、企業ブランドにも寄与するため、採用活動のと
きにも効果があります。
最後は収益性です。月面開発は地球上と異なり、リターンを得られ
るまでが長いです。しかし、市場があるか分からない状態から関与
することが大事であると思っています。市場を創ることによって中
心的なポジションを取り、先行者利益を得るという考え方です。ま
た、個社で戦うにはアメリカ企業などの方が、予算が大きいため対
抗することが難しく、日本の企業はバリューチェーンを組み、面で
勝負しようとしています。
民間企業が月を目指す上では、フロンティア開拓や科学的知見の獲
得よりも、極限環境で得られる知見・ノウハウや収益性の観点がポ
イントになるのではないかと考えています。
最後に官民協力の新しい姿についてお話しします。現状、官民の協
力では政府が使い終わったものを民間が使う形が多く、政府の目的
に特化した形になるため、ビジネスを行う際に不便で活用できない
ことがあります。そこで、政府のプロジェクトの計画段階から民間
が入って議論することで、後で使うときにも便利な形にできないか
と考えています。新規のビジネスや市場をつくるときに、民間企業
が働きかけて、先導していく形が大事であると思っています。
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講師写真

講師

講師写真

講師 講師情報
大出 大輔 様 
SPACE COTAN株式会社　取締役兼COO 
経歴：一級建築士、博士 (工学) 。大手ゼネコンで建設現場監督や耐
震分野の研究および、新規事業創造を経験。内閣府主催の宇宙ビジ
ネスアイデアコンテストS-Booster2018での受賞をキッカケに、宇
宙ビジネスに取り組む。2021年に北海道スペースポートおよび地域
のまちづくりを企画運営するSPACE COTANを共同創業。国内外ロ
ケットの誘致、民間企業とのリレーションシップを担当。 

応援メッセージ
山崎 直子 様
一般社団法人　Space Port Japan 代表理事 
メッセージ：2022年度SDFにて、「日本のスペースポート戦略」に
関する企画が行われることを嬉しく思います。日本の宇宙政策の骨
幹は、自立した宇宙利用大国であることです。宇宙利用を拡大する
ためにも、自立して宇宙へアクセスできる能力は大切です。スペー
スポートはその基盤になり、宇宙と地上をつなぐ役割、地域の産業
や輸送のハブとしての役割を担います。そして、将来のP2Pも考え
ると、自国だけで閉じるのではなく、戦略的な国際連携も欠かせま
せん。様々な観点から、活発な提言が出ることを期待しておりま
す。

Panel Discussion 1

やまざき　なおこ

おおで　だいすけ

講師 講師情報
諏訪 太一 様
デロイトトーマツコンサルティング合同会社
航空宇宙セクター
経歴：東京大学大学院理学系研究科天文学専攻卒業。新卒で全日本
空輸株式会社に入社後、航空機 (B-777/787, A320, 380) の客室仕
様や装備品ベンダーの選定業務に従事。その後デロイトトーマツコ
ンサルティング合同会社に入社し、大手自動車企業や通信企業を中
心に中期経営計画の策定支援を実施。現在は航空宇宙セクターに
て、官公庁の宇宙政策に係る国内外の動向調査や宇宙企業の新規事
業の立ち上げ支援等を実施。

すわ たいち
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九州工業大学革新的宇宙利用実証ラボラトリー (La SEINE)
九州工業大学革新的宇宙利用実証ラボラトリーでは、様々な衛星開発プロジェクトが行
われている。 
現在、進行中のBIRDSプログラムでは、衛星開発経験の少ない国からきた留学生と共
に、CubeSatの開発を行っている。ミッション定義から運用までのすべてを経験し、自
国に帰った後に、2号機・3号機と開発を行うことで、技術の継承・発展を行うことを目
的としている。これまで、13か国 (日本を含む) の衛星、計17機を開発してきた。
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国立研究開発法人情報通信研究機構 (NICT)
情報通信研究機構 (NICT) は日本唯一の ICT分野の公的研究機関であり、衛星通信の基礎
研究と応用にも取り組んでいます。 
Beyond 5G 時代の「超高速・大容量」、「拡張性」通信の実現に向け、地上系ネットワークや
船舶・航空機・空飛ぶクルマなどのモビリティ、高高度プラットフォーム、衛星、深宇宙探
査機までがシームレスにつながる 3次元ネットワークや、あらゆる移動体プラットフォー
ムに搭載可能な光通信端末の研究開発を推進しています。
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Workshop 2
持続可能な宇宙開発へ向けて 
～ニュースペースの規範を考える～

概要

企画責任者　森岡 悠輔

2020年代に入り、地球周回軌道上を漂うスペースデ
ブリ (宇宙ゴミ) の増加ペースが一段と激しさを増しま
した。宇宙開発が民間を巻き込む形で加速している
「ニュースペース」の時代において、スペースデブリ
の問題は一層喫緊性を増してくると考えられます。そ
して近年スペースデブリ対策分野において新たな方向
性の取組みが登場してきていることに着目し、本企画
ではスペースデブリ問題を改めて正面から扱いまし
た。それに際して、地上の環境問題・社会課題解決に
民間の視点から解決を図る「ESG」の思考法を参考に
し、議論の深化を図りました。

スペースデブリ (以下、デブリ) の分野における近年
の動態を説明する大きなキーワードは「ステークホ
ルダーの拡大」ではないでしょうか。その意味する
ところは、以下に述べるように大きく二点あると考
え、それぞれに対応させる形でグループワークを二
つ実施しました。
一点目として、デブリが及ぼしうる危機・リスク
が、宇宙開発とは無関係な人々にとっても他人事で
はなくなっていることが挙げられます。本企画が
ワークショップの形をとり、学生や非宇宙業界の皆
様も巻き込む形で議論の機会の提供を試みた理由は
ここにあります。
二点目は、デブリ対策分野における制度的取組みの
中で、民間事業者を主体としたものが勢いを増して
いることです。この現象が、地球環境保全の分野に
おける「ESG」の潮流と性質を同じくするものなの
ではないかと感じたことが当企画の出発点でした。
試論として「ESG投資をデブリ対策分野に拡大する 
(もしくは、ESG投資を土台に「スペースデブリ投
資」なるものを創出する) ことは可能か」などの問
題提起を行い、講師講演を交えながら議論の整理お
よび前進を図りました。

【企画のねらい】
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社会が衛星利用を中心として宇宙への依存を深めるのに比例し、デブリの危機が我々一般市民にとってより直接的なリスクと
なってきています。この認識が浸透すればデブリ対策が必要であるという意識の底上げが期待できるのですが、可視化が難しい
こともあり、こうした危機意識は十分に醸成されていないように思われます。そこでグループワーク1では、現代社会が宇宙利用
から多岐にわたって受けている恩恵に目を向けることを通じて、デブリのリスクを体感していただきました。
まず、「もしも宇宙デブリによって軌道が混雑してしまい、人工衛星が使えなくなったらどうなるでしょうか・・・？」という
テーマで、付箋を用いたアイデア出しのグループワークを行っていただきました。「宇宙開発・探査への影響」の欄と「地上へ
の影響」の欄を設けたワークシートを配布し、5分で自由に回答していただきました。その後、衛星利用をはじめとした「宇宙空
間活用事例」が多数記載された資料を参考に再度アイデア出しを行い、多岐にわたる宇宙利用の社会還元とその不可欠性につい
て具体的にイメージしていただきました。結果は以下の表1の通りです。

【グループワーク1】

1班

・宇宙活動自体が制限される
・ロケットなどの破損により宇宙飛行士が帰還できなくなる
・貴重な観測機の破損
・船外活動への影響

・天気予報が見られない
・災害状況の把握が難しくなる
・携帯電話、カーナビが使えなくなる

2班

・月、惑星探査が止まる
・宇宙ステーションに取り残される
・デブリ対策分野が発達する
・宇宙の観測拠点が作れない
・無重力下での実験が困難になる

・衛星インターネットが使えなくなる
・衛星放送、GPSが使えなくなる
・核軍縮が止まる

・防災対策、気候変動対策がとれなくなる

3班
・有人宇宙飛行が実現できない
・軌道上実験機会が減少する
・衝突回避がままならなくなる

・通信インフラが崩壊する
・天文観測ができなくなる
・天気予報ができなくなる
・ミサイル探知等の防衛機能が止まる

4班 ・宇宙に出られなくなる
・衛星にダメージを与える

・通信、放送に不具合が出る
・デブリが地上に落ちてくる
・交通インフラに大きく影響する
・天気予報、GPSが使えなくなる

5班

・宇宙ステーション等の低軌道利用ができなくなる
・探査で、目的天体までの道中でデブリと衝突する
・静止軌道が使えない
・デブリを避けるための細かい動きのロケットが必要になる

・GNSS (衛星測位システム) の利用不可
・通信、放送、測位、リモセンへの影響
・宇宙からの落下物により人に危害が及ぶ、建物が損傷する

宇宙開発・探査への影響 (一部抜粋) 地上への影響 (一部抜粋)

表1：グループワーク1の結果
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コンステレーション化のトレンドに顕著なように、デブリを排出する主体は国家だけではなくなってきており、そこに占める民
間事業者の割合は日増しに増加しています。これに呼応する形で、民間事業者にとっての「経済的インセンティブ」に働きかけ
るアプローチが、デブリ排出抑制の方法として魅力的なものとなりつつある、という見方ができます。
本企画はこの潮流を念頭に置きながら今後に向けた当為論の展開を試みるのに際し、地球環境保全に経済的側面から取り組む
「ESG投資」の概念を先行事例として持ち込みました。具体的には、スペースデブリ・軌道上環境に配慮した行動に対しても投
資が向くような状況を作ることができないかという問いを立て、そのためにデブリ対策分野においてこれから必要となるピース
は何か探るため、グループワーク2を行いました。
内容は、架空の企業4社それぞれに対し、企業情報やサステナビリティ報告書の情報をもとにESG投資を行うか否か判断してい
ただく投資ゲームです。「地球編」の前半と「宇宙編」の後半に分けて作成し、とくに後半では前半との対比を働かせて「宇宙
においてはESG的な評価指標がないため、投資をしようにもできない」という現状をもどかしさとともに認識していただくこと
を狙いとしました。その上で、フェーズ3として「宇宙環境を保全しようとする事業に投資をするためには、その事業や企業に
関してどのような評価項目が開示される必要があるか」に関する案出しも行っていただきました。

配布資料の情報と結果は以下の表2、3、4および図1、2の通りです。「投資の判断を下すには、情報が少なすぎる」というこ
とが、我々の想定以上に参加者の方々を悩ませてしまった班が目立ち、企画側としても勉強になりました。他方で、その悩みを
感じていただけたことで、その後の講師講演をより説得的なものとして聴いていただけたという想定外の効果もあったようで
す。詳細は46ページからの講師講演の節をご覧ください。

【グループワーク2】

表2：ESG項目
(今回の投資判断では主にEのスコアを参照)

評価の視点
・事業がどれくらいの利益を出すか
・ESG項目についてどれくらい取り組んでいるか

社会情報開示スコア(S) ガバナンス情報開示スコア(G)
CO₂総排出量 30%削減(10年間) 従業員総数 取締役数
メタン排出量 30%削減(10年間) 女性従業員比率 監査役数

211.1ppm以下
(1ppm = 0.0001%)
4000PJ以下/年
(PJ = 1015J)

電力使用量 750kwh/百万円(売上) 以下 サプライチェーン社会的リスク管理 取締役会の多様性

自家発電再生可能電力 20%以上 サステナビリティ・サプライヤーガ
イドラインESG開示 女性役員比率

エネルギー消費に占める化石燃料
の割合 30%以下 地域社会活動費 取締役年齢幅

自然災害データの提供 20種類以上 男女間賃金格差(％) 取締役就任期間(年数)
温室効果ガスデータの提供 20種類以上

環境情報開示スコア(E)

排出ガス中のNOxの濃度 従業員マイノリティー比率 執行役員数

エネルギー消費量合計 死亡者数ー合計 取締役会の独立性
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主軸としている事業を1ヶ月行うのにかかる予算の見積り・・・計2.8億円
＊材料調達費 (7千万円)
　・原料の茶葉を調達するのにかかる費用
＊「持続可能な森林」認証を受けた農場のみから原料を仕入れている
　・製造費 (人件費6千万円、工場稼働費4千万円)
＊茶葉を工場で紅茶に加工する費用
　・原材料栽培地で加工
＊輸送費 (海運1.6千万円、陸運1.4千万円)
　・原材料を工場まで輸送したり、工場から販売所まで輸送する費用
＊定期便の貨物列車で輸送
　・環境活動費 1千万円
　・マングローブ保護活動に出資
＊広告費 7千万円
　・CMを放映

1ヶ月の売上げ見積り・・・5億円
環境に関する取組み
＊CO2排出量は10年間で32%の削減目標を達成予定
＊メタン総排出量は10年間で最大28%削減可能 (見込み)
＊排出ガス中に占めるNOxの濃度は80ppm
＊エネルギー消費量の合計は現時点で4398PJ / 年
＊電力使用量は598kwh / 百万円 (売上)
＊自家発電再生可能電力は企業全体が使う電力の24%を占めている
＊エネルギー消費に占める化石燃料の割合は現時点で27%
企業2：コーヒーブランドを展開し、国際的調達網をもつ日本企業フォレストヒル社

主軸としている事業を1ヶ月行うのにかかる予算の見積り・・・計2.4億円
＊材料調達費 (4千万円)
　・原料のコーヒー豆を調達するのにかかる費用
　・最安値のコーヒー豆を調達
＊製造費 (人件費7千万円、工場稼働費8千万円)
　・コーヒー豆を工場でコーヒーに加工する費用
　・日本まで送り国内で加工
＊輸送費 (海運1.7千万円、陸運1.3千万円)
　・原材料を工場まで輸送したり、工場から販売所まで輸送する費用
　・トラックで需要にリアルタイムに答え輸送
＊環境費なし
＊広告費 2千万円
　・SNSを使用

1ヶ月の売上げ見積り・・・6億円
環境に関する取組み
＊CO2排出量は10年間で18%削減可能 (見込み)
＊メタン総排出量は10年間で22%の削減目標を達成予定
＊排出ガス中に占めるNOxの濃度は91ppm
＊エネルギー消費量の合計は現時点で7572PJ / 年
＊電力使用量は982kwh / 百万円 (売上)
＊自家発電再生可能電力は企業全体が使う電力の22%を占めている
＊エネルギー消費に占める化石燃料の割合は現時点で35%

<フェーズ1 地球編 (企業1、2) >
図1：フェーズ1の企業情報
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投資先企業 理由

1班 企業1 ESG項目

2班 企業1 環境負荷やエネルギー使用量が小さい、国外で加工している

3班 企業1 利益は企業2の方が高いが、企業はESG項目をほぼ満たしている

4班 企業2 広告費を抑えている、短期的に利益率が高い

5班 企業1 ESG分野が優良

表3：フェーズ1の結果

<フェーズ2 宇宙編 (企業3、4) >
図2：フェーズの企業情報
企業3：通信衛星を打ち上げ、コンステレーションを構築しているSpace Z社
主軸となる事業を1フロー (およそ10年) 行うのにかかる予算の見積り・・・計89億円
＊材料費 (本体7千万円、デオービット用部品2.2千万円)
　・部品の調達にかかる費用
　・デオービット用のスラスタを搭載するための費用がかかる
＊製造費 (研究開発費2億円、製造費3億円、人件費18億円)
　・研究開発から衛星の製造までの一連のフローにかかる費用
　・デオービット用のスラスタの調達のため通常より費用がかかる
＊燃料費 (軌道投入・姿勢制御など5千万円、デオービット3.8千万円)
　・デオービット用の燃料を搭載しているため通常より費用がかかる
＊打上げ費 (本体分52.5億円、デオービット用部品分2.7億円)
　・打上げ費用負担はペイロードの重量が重いほど大きくなる
　・デオービット用部品および燃料の影響で費用がかさむ
事業終了まで (およそ10年) の売上げ見積り・・・110億円
環境に関する取組み
環境に関する取組み
＊宇宙の持続可能性に配慮するため、デオービット (運用を終えた人工衛星などを軌道
上から離脱させ、大気圏に再突入させて燃やし尽くすこと) の機能を搭載した衛星を打
ち上げることとなった。
＊デオービットの機能のほかに、衛星の小型化にも挑戦している。

企業4：リモートセンシング衛星を運用しデータを提供するCHFSat社
主軸となる事業を1フロー (およそ10年) 行うのにかかる予算の見積り・・・計68億円
＊材料費 (実験、メーカー比較にかかる費用1億円、部品調達費6千万円)
　・部品の調達にかかる費用
　・複数の部品メーカーから、実証実験等を経て選定をし調達するのにかかる費用
＊製造費 (研究開発費2億円、製造費3億円、人件費16億円)
　・研究開発から衛星の製造までの一連のフローにかかる費用
＊燃料費 (軌道投入・姿勢制御など2千万円)
　・燃料にかかる費用
＊打上げ費 (45億円)
　・打上げ費用負担は衛星の重量が重いほど大きくなる
＊広告費 (2千万円)
事業終了まで (およそ10年) の売上げ見積り・・・90億円
環境に関する取組み
＊CHFSat社が提供するメタンガス排出量データ (メタンガスのもつ温室効果は、二酸化炭素
の80倍と言われている) は多くの企業や政府機関に採用されており、CHFSat社が企業や政府
に提供している温室効果ガスデータの種類は40種類を超える。
＊地球上のメタンガス排出量を高い精度で監視することが可能な衛星の運用を開始する。

投資先企業 理由

1班 ― 比較不可

2班 企業4 地上環境に貢献している、デオービタがないので軽い

3班 企業4 利益もESG基準でも企業4が高評価

4班 企業4 ビジネス (投資対象) としての確実性

5班 企業4 デオービット機構を乗せても利益率が良い、環境に役立つ事業である

表4：フェーズ2の結果
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<フェーズ3>
問い：
投資判断に「企業が軌道の持続可能性に配慮しているか」が大きく関わってくるような投資市場になったとき、投資家として
「企業が軌道の持続可能性に配慮しているか」を判断するために、企業からどのような項目が開示されているのが望ましいで
しょうか。

1班 ＊デオービットできるだけの燃料の確保

2班 ＊損失見込み

3班

＊運用期間、デオービットにかかる期間
＊燃料消費量
＊衛星機数と軌道
＊デオービット手段

4班
＊デブリを回収しているかどうか
＊小型化、長寿命
＊デオービットが想定されているか

5班

＊デオービット機構搭載率
＊燃料がクリーンか
＊自社衛星 (運用終了も含む) モニタリング率
＊運用終了後、軌道に残る時間
＊デブリや他の衛星を避ける機能能力
＊管制の真面目さ、正確さの定量的指標

表5：フェーズ3の結果
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講師講演

講師 講師情報
夫馬 賢治 様
株式会社ニューラルCEO/信州大学特任教授
経歴：サステナビリティ経営・ESG金融コンサルタント。投資家。環境省、農
林水産省、厚生労働省でESG分野の７つの委員会委員。ハーグ国際宇宙資源ガ
バナンスワーキンググループ社会経済パネル委員を歴任。Jリーグ特任理事。著
書『ESG思考』（講談社+α新書）他。ハーバード大学大学院サステナビリ
ティ専攻修士。サンダーバードグローバル経営大学院MBA。東京大学教養学部
国際関係論専攻卒。

  ふま　　けんじ
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【ESG投資の成立過程】
持続可能な未来を作るにはどうするかと考えるESG投資の分野で
は、未来軸での投資意思決定を行うため、情報が基本的に少なく不
確実だということです。ゆえに、この分野における最初の大きな
ハードルは、(投資家や企業が)いかに長期的なスパンでものを考え
られるようになるかという所にあります。
こうした「不確実ななかでも、未来を見据えることに対して時間も
お金も人もナレッジも使っていく」という長期視点には、アメリカ
やヨーロッパの投資家たちはすでに慣れています。その契機は
2008 年のリーマン・ショックでした。「(環境以前に) そもそも
我々企業が持続可能なのだろうか？」という疑義が呈され、さらに
その後「短期的に暴利で稼ぐような経営のせいで、弱者が被害を
被っている」というデモ活動が米国のウォール街で頻発しました。
こうした、自然環境とは無関係な文脈でサステナビリティ概念が欧
米では爆発的に広まることとなり、以来、10年後、20年後を見据
える姿勢が投資家や経営者の間で定着することとなったのです。
日本では先述の通り、ESGやサステナビリティの考え方が広まって
から4～5年しか経っていないため、そうした未来へ向けてのリスク
テイクが可能となる長期視点はまだ癖づいていないという状況で
す。

【グループワーク2へのコメント】
限られた時間の中で投資先を決定するのは非常に難しいですよね。
恐らく多くの方が、「いや、これだけじゃ判断できないよね」とか
「もっとこういう情報ほしいよね」と感じるでしょう。やはり情報
量というのは意思決定するうえですごく大事ですね。この難しさ
は、実際に宇宙ビジネスの分野への投資判断で起きていることその
ものです。宇宙ビジネスは収益性を実現するまでの時間軸が長くな
り、不確実性が高い。特に日本では不確実性の分野で意思決定する
ことに慣れていない。だから宇宙ビジネスがあまり育っていないの
です。

講演内容

日本でも経済メディアで取り上げられるようになってきた
「ESG」とは、環境 (Environment) ・社会 (Social) ・ガバナンス 
(Governance) を経済活動の中で重視するという概念を指しま
す。国連で 2015 年に採択された「持続可能な開発のための
2030アジェンダ 1」の中でもESGの考え方が反映されています。
そこにはまず、「活性化されたグローバル・パートナーシップは、
政府、市民社会、民間セクター、国連機関、その他の主体を集結さ
せる」とあります。そして、そのために必要な資金については「あ
らゆるレベルでの整備された環境のもと、経済成長によって生み
出されるということを認識する」と書かれています。SDGsの目標
達成には、政府の財源ではなく経済成長によるマネーの創出が求
められるという考え方です。さらに、民間企業活動に期待されて
いることは、「企業の活動」すなわち事業と投資とイノベーションだ
ということが書かれています。つまり「自分の会社の利益にならない
ことも積極的にやっていく」ということではなく、企業は今以上に創
造性とイノベーションを発揮しながら持続可能な状態を作りつつ経
済成長をするということが期待されているのです。こうした理解は
まだ日本では進んでいませんが、欧米では既に常識的な考え方に
なっています。
17個の目標 (SDGs) では、上から順に経済、社会、自然環境という階
層構造が意識されています。最下層の自然環境が持続可能でなけれ
ば、経済・社会活動も維持できなくなっていくという理解です。ゆえ
に17個の目標のうち「どれから取り組むか」ということではなく、関
わっているものすべてについて対策を打っていかなければなりませ
ん。
実際に、世界の経済界では気候変動が現在の最も大きなリスクであ
ると認識されています。政・官・財の要人たちが一堂に会するダボ
ス会議では、今後 10 年間のリスクは何かというランキングで、11
年前の2011年以来「気候変動」が1位になっています。海外では11
年前から最大リスクは気候変動と提唱され続けているので、今では
当然のように経営戦略の中に気候変動対策が根付いている状態で
す。
こうした危機感は政府等よりも、持続可能な経済圏を作っていくこ
とを使命とする投資家たちの間で顕著です。2006 年からこの ESG
という概念が立ち上がり 2、投資家たちが企業を動かす形で、マネー
の流れにおいて世界的な ESG のトレンドを創出してきました。日本
にESGが取り入れられるのは、つい4年前の2018年のことです3 。

【ESGの現状】

¹「持続可能な開発目標 (SDGs) 」の掲揚を内容に含む文書。
² 2006 年、投資の決定プロセスにESGの視点を組み入れることな
どを掲げた「責任ある投資原則 (PRI) 」が国連により提唱されたこ
とを指します。
³ 日本のメディアや経営界において、2018年を境にESGの話題が急
増したことを指します。
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夫馬様：そうですね。例えば、皆さんから見て大事だなと思うこと
に対して、なぜ世の中の動きが鈍いのかという所に着目することは
重要です。デブリが良い例かもしれないですが、知識だけでは方策
がみえてこない問題領域もある。ではどんな情報が必要かという
と、「なぜ大事だと思われているはずなのに、動かないのだろう」
という点です。例えば、日本では衛星運用会社や衛星製造メー
カー、JAXA、もしくは投資銀行などがデブリ問題に関して本気で
動いているように見えない。このとき、なぜ動けないのかというア
クターの情報がわかって、初めて対策が見えてくるということで
す。そうすると、大事なのに動けないときは必ず何かそれぞれの事
情がある。それらの事情を解きほぐしていかないと、一歩も進めな
いので、そういう情報を集めていくというのはいいことだなと思い
ます。
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社会経済における人工衛星の重要性が増している今日、日本外交の
重要地域であるインド太平洋諸国においても衛星利用の環境整備が
進み、衛星システムに関する途上国支援が活発になっています。本
企画では、世界の宇宙産業を盛り上げ、日本の友好外交にも資する
衛星インフラ整備支援について、その重要性と課題について議論し
ていただきました。そして最終的に、それを通して持続的な協力関
係を築いていくことができるような、インド太平洋諸国の衛星イン
フラのあり方についてお話しいただきました。

の手段としてインフラ輸出があります。
こういったところが、宇宙を使った国際協力の意義と言えると思い
ます。

司会：ありがとうございます。宇宙分野の優位性についてはいかがで
しょうか。

小林様：こちらについては、「国境を超えるリージョナル・グローバル
な連結性強化」「地域の平和と安定への貢献」「宇宙技術の広域性の活
用とDX技術との親和性」「宇宙技術の包摂性とSDGsとの親和性」の4
点が、宇宙が他の分野と違って特に強みを持っている点になります。
まず、一つ目として、グローバルに使えるというのが大きなところで
す。自由で開かれたインド太平洋 (FOIP) の中でも基本的には連結性で
す。日本は島国なので、 あまり他の国との連結性はあまり話題になら
ないのですが、特に東南アジア諸国連合 (ASEAN) は、この連結性とい
うのを非常に重視します。全部の国が等しく連結できるように、経済や
安全保障などの連結性が非常に求められる中で、国境を超えて提供でき
る宇宙は、連結性との親和性が高いです。二つ目は、FOIPの中心とし
て入ってくる東南アジア地域の自然災害リスクが関わってきます。この
災害を宇宙技術を使うことによってモニタリングし、早期に把握をし
て、対処したり、災害時になるべく被害者が出ないように活動したり
と、宇宙技術を使って平和と安心を手に入れることが非常に重要になっ
てきます。
三つ目は広域性です。「ひまわり」などの静止衛星は別ですが、大体低
軌道の地球観測衛星は南極、北極以外の全世界を撮り続けます。通信衛
星もそうですが、世界のどこにいても宇宙技術を使えるという意味で、
広域性というのは非常に重要です。さらに今話題のDXなど、さまざま
な分野で使えるという意味で、フィジカルな広域性のみならず、テーマ
の広域性というのと非常に親和性が高い、悪く言えば何に使うのかとい
うのは考えないとわからないけれど、アイデアがあれば、あらゆること
に使えるのが宇宙です。
四つ目は包摂性です。「世界の中で誰一人として取り残さない世界を作
りましょう。」というのがSDGsの基本的な概念です。宇宙は当然、ど
こでも使えるというのもありますし、極端な話リテラシーが高まれば、
いろいろな地域で、誰でもそのデータを使うことができるので、包摂性
が非常に高いです。

司会：人工衛星に関する支援がどのように外交上の戦略に関わって
いるのかをお話しいただきたいと思います。日本の外交の手段とし
て衛星開発の支援を行う意義にはどのようなものがあるのでしょう
か。

小林様：国際協力をするからには相手方のメリットとともに、日本
側にとってもどのような意義があるのかを考えていく必要がありま
す。 日本のメリットを考える参考として、日本にはいろいろな政策
文書がございます。宇宙では宇宙基本計画や宇宙基本法などがあり
ますが、それ以外に当然、防衛やセキュリティに関すること、最近
では経済安全保障などさまざまな政策文書があり、それぞれが緻密
に関係しております。その中で宇宙がどのような形でその政策を実
現するのかを、日本の国際協力として、一貫性を持って進めてきま
した。
まず1点目 として、元々高度な宇宙技術を持つというのは、ハード
パワーを持つということに直結します。一つ端的な例を言うと、ロ
ケットの技術とミサイルの技術は表裏一体です。それから、人工衛
星では他国の領土を観測することができます。このように、ハード
を持っていること自体が有事のときに「力」になるという考え方が
あります。その意味で、日本と同じ価値観を持つ国々にそういった
ハードを共用することで、日本にとって好ましいパワーバランスを
つくることにつながってきます。また、ここ数十年で、宇宙技術
は、ハードのみならず、ソフトパワーへの影響力が非常に強いこと
が言われています。コミックやアニメなど、国が持つ魅力的な文化
が、外交上有利になることがあり、こういったものをソフトパワー
というのですが、 それをきちんと確保して、有事の際に国際協力関
係の中で日本が優位になれるよう外交をするというのが、地域的な
伝統になります。   
2点目は、軍事的な安全保障のみならず、最近は食料安全保障、経
済安全保障、エネルギー安全保障、この三つが非常に重要です。例
えばエネルギー価格の急な高騰に備え、日本のエネルギー源がどう
いった状態にあるのかを宇宙技術を用いて把握し、先手を打ってア
クションを起こすなど、日本政府がエネルギーや食料について、現
在の世界の状況をリアルタイムで把握することに、宇宙技術を使う
ことが重要になってきています。
3点目としては、ここ20年、少子高齢化によって、日本の内需が落
ち込んできていて、高度成長期のように国内だけで消費を賄うこと
が難しくなってきていることが挙げられます。そうなった際に、国
内産業や宇宙技術を発展させていくためには、 やはり外需は取り込
まないといけなくなってきていて、その外需を取り込むための一つ

【企画概要】

【国際開発協力による日本のメリット】

Panel Discussion 2

【国際開発協力による途上国のメリット】
司会：ありがとうございました。次に、インド太平洋諸国で、衛星
データが活用される場面や可能性についてお願いいたします。

宮崎様：まず、インフラを「新しい経済を生み出す道具」として、
地上にいる人たちが宇宙技術によるベネフィットをどのようにして
受け取るかということを考えていきたいと思います。どのように人
工衛星を打ち上げたら、地上の人が経済的利益を得られるか、とい
う点に着目すると、20年前と比べて、衛星画像は低価格化し、デー
タ輸送は高速化し、データを提供するプラットフォームは高機能化
しています。加えて、世界中の人とインターネットにつながること
ができるのが、ここ10年間ぐらいの大きな変化かなと思います。 
なので、世界の人とつながることで衛星データがどのように使える
かについて、地理学をやってきた観点から考えてみます。衛星リ
モートセンシングは結局、画像から現地の状況を推定するに過ぎな
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Panel Discussion 2
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【途上国は衛星を保有すべきなのか】

【途上国が持つべきソフトインフラと日本
の支援について】
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Panel Discussion 2
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アンケート結果
9月17日、18日に実施しました「宇宙開発フォーラ
ム 2022」において、参加者の皆さまにアンケートの
ご協力をいただきました。集計結果とご回答の一部を
共有いたします。

【フォーラム全体 】

今年度は、社会人の皆さまに多くご参加いただきまし
た。理系学部や宇宙系企業にご所属の皆様に限らず、
文系学部や非宇宙系企業にご所属の皆様からもご参加
賜りました。
また、過去の宇宙開発フォーラムの参加回数について
もお聞きしました。中には、4回以上ご参加くださっ
ている方もいらっしゃいました。
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【 Session 】
「トラディショナルスペースによる事業展開と新たな
プレイヤーとの協調」

【ご意見、ご感想 ( 一部抜粋 ) 】
・宇宙産業の日本の立ち位置が垣間見えました。

【 Workshop 1 】
「宇宙資源開発の産業創出と方策 ～民間主導の月面利
用時代に向けて～」

【ご意見、ご感想 （一部抜粋 ) 】
・前半のグループワークが面白かったです！
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【 Panel discussion 1 】
「日本のスペースポート戦略」

【ご意見、ご感想 （一部抜粋) 】
・スペースポートを中核として産業を育成する構想を
理解できた。
・現状、将来のことなど分かりやすくご説明頂きあり
がとうございました。見解などもお伺いできて勉強に
なりました。

【これからのスペースポートに期待することはありま
すか？ （一部抜粋) 】
・スペースポートの活性化から逆輸入的に人材育成が
進めば良いと思う。
・まずは、地域産業を巻き込んだ実績を着実に積み重
ねてほしい。先頭ランナーとして、持続的に成長する
ことを期待します。
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【 Workshop 2 】
「持続可能な宇宙開発へ向けて ～ニュースペース
の規範を考える～」

【ご意見、ご感想 （一部抜粋) 】
・文理融合の観点に満足した。
・衛星オペレーターとして、資金調達や保険調達
の際に参考にできる。

【 Panel discussion 2 】
「インド太平洋地域の衛星インフラ整備と日本の
宇宙外交」
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ポスター
「日経が宇宙」と聞くと、

意外だと思われるかもしれない。

でも、宇宙はもはや夢ではなく、ビジネスの熱い舞台となった。

日経は情報発信やイベントを通じて

宇宙ビジネスの発展を後押しする。

「NIKKEI宇宙プロジェクト」

始まっています。

▲
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一般社団法人　日本衛星ビジネス協会ソニーグループ株式会社スカパー JSAT株式会社

三菱電機株式会社三菱重工業株式会社株式会社 バンダイナムコフィルムワークス
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Mail㸸customer@asp.marubeni.co.jp
Web 㸸http://www.marubeni-aerospace.co.jp  
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©JAXA

丸紅株式会社

株式会社 パスコ

一般社団法人 リモート・センシング
技術センター

株式会社 ＩＨＩエアロスペース 日本電気株式会社
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活動内容
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dot.
活動目的

活動内容
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近年、宇宙開発は国家だけでなく民間事業者の間でも盛んに
行われており、有人宇宙旅行や宇宙資源開発など、国連宇宙
諸条約の制定当時には想定されていなかった宇宙ビジネス が
展開されつつあります。同時に、スペースデブリや宇宙安全
保障など、従来の宇宙法では対処しきれない問題が数多く出
てきており、それに伴って国連決議などのソフト・ローや各
国の国内法を充実させる取組みも加速しています。しかし、
そうしたルール作りは宇宙技術の開発の速さに追いついてお
らず、法整備の未発達が依然として宇宙開発の阻害要因と
なっています 。
このように、宇宙開発を進めていくにあたって、法整備 は喫
緊の課題であるといえます。そして宇宙開発は先端技術と密
接に結びついている分野であるため、法整備の促進のために
は宇宙法を単に法的視点から捉えるだけでなく、理系的視点
からも観察し議論する必要があると私たちは考えています。
そこで、宇宙法研究会は、
①宇宙開発・利用および宇宙法務のさらなる発展のために、
将来を担う学生として宇宙法に関する知見を得ること
②理系の視点も有するSDFの強みを活かし、宇宙法の運用に
関する議論において新たな切り口を生み出すこと
の二つを目的として活動しています。

この二つの目的を達成するために、私たちは日本で唯一理系学
部生も含めたチームを構成し、宇宙法模擬裁判に出場していま
す。また、宇宙法の勉強会も定期的に行っています。宇宙法模
擬裁判における過去の実績は、以下の通りです。

2016年　総合優勝、原告最優秀書面
2017年　JAXA賞
2021年　被告最優秀書面、原告最優秀弁論者  

2015年以降に設立されたスタートアップは50社以
上に達するなど、国内において数多くの宇宙ビジネ
ススタートアッププレイヤーが生まれています。こ
のような宇宙産業の流れを加速させるためには、そ
の流れを今後の宇宙産業を担う学生に伝えること
で、強く興味を持って自ら動く人材を増やしていく
ことが必要ではないか、という思いで今年度より活
動を開始しました。
一方で、数年後には数多くのスタートアップのうち
優れたビジネスモデルを持つ企業のみが活躍する段
階へと進むことが考えられます。そのような時代に
おいて事業を持続的に成立させるためには、ビジネ
スに精通した人材こそが必要になると考え、宇宙産
業においてビジネス面で活躍するような人材の育成
も目指しています。
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団体名

詳細

通常活動

沿革
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一般財団法人日本宇宙フォーラム

宇宙開発フォーラム 2022 支援団体
後援団体

宇宙開発フォーラム実行委員会 2022 年 支援団体
協賛企業・団体 ゴールド

協賛企業・団体 シルバー

協賛企業・団体 ブロンズ

 2022 Sony Group Corporation 




